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〔1〕 は じ め に
資本主義における固定資産会計を究明 された故太田哲三教授は,「固定資産
の会計処理は企業会計の核心であり,また最も困難な問題を包蔵している。会
計学の発展も産業経済の拡大に伴って固定資産の重要性が増大したことに基 く
ものである」ω,と強調された。教授のこの指摘は社会主義における固定資産会
計に対しても原則としていえることである。いやむしろ,一方における主要な
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固 定 資 産 が社 会的 所 有 の も とに 置 かれ る こ とに よ って,ま た 他方 に お け る社 会
主 義 生 産 力 の発 展 に照 応 した 固 定 資産 の規 模 が急 速 度 で 増 加 す る こ と に よ っ
て,固 定 資産 に対 す る 「会 計 と統 制 」《y・leTvaKOHTponb》は 資 本 主 義 会計 の も
とで よ りも一 層 重 視 され る こ とに な る。 この た め,固 定 資 産 の会 計 処 理 と手続
は 社 会 主 義 会計 の核 心 とな る。
本 稿 の 目的 は ソ ビエ ト社 会 主 義 経 済 に お け る社 会主 義 国営 企 業 で採 用 され て
い る固 定 資産 の会 計 処 理 と手 続 の実 態 を 考 察す る こ とに あ る。 も っ と も,会 計
実 務 は 社 会 主義 経 済 の歴 史 的 社 会 的 諸 条件 の 変 化 とそれ に対 応 した 社 会主 義 経
済 運 営制 度 と社 会 主 義 企 業 管 理 方 式 の改 革 と と もに変 更 し てい く。 そ こで,本
稿 で 考 察 し よ うとす る固定 資 産 の会 計 処理 と手 続 は,1975年1月1日 以 降現 在
まで 国営 工 業 企 業 で採 用 され てい る会 計実 務 で あ る こ とを前 提 に し て お き た
い 。 現 行 の ソ ビエ ト固定 資 産 会 計実 務 は,1972年1月1日 の固 定 資産 の統 一 再
評価 か らえた 固定 資産 の新 しい 価 額 と磨 滅 額 等 の基 礎 資料 と,1975年1月1日
か ら適 用 され た 新 しい 「国民 経 済 にお け る減 価 償 却控 除 の 計 画化,算 定 お よび
利 用 の方 法 に 関 す る規 程 」 とに も とつ い て実 施 され て い る。
以 下,ラ ビ ノ ピ ィチの 「固 定 フ ォン ドの会 計」{2}とボ ヤ ル ス キ ー,バ イス フ
ェル ドの 「工 業 にお け る簿記 」(3}とを 参考 文 献 に しなが ら,固 定資 産 の 評価 と
価 額,固 定 資 産 の分 類,固 定 資 産 の取 得,減 価 償 却 控 除 と固 定 資産 の 磨 滅,固
定 資 産 の修 繕 と近 代化,固 定 資 産 の移 転,除 却 お よび廃 棄,固 定 資 産 の分 析 計
算 と総 合 計 算,固 定 資産 の 棚 卸,固 定 資 産 の報 告 書 につ い て の ソ ビエ ト会 計 実
務 を考 察 し てい くこ とに した い。.
(1}太田哲三 「固定資産会計」1951年,序1頁。
{2}X.A.Pa611HoBH9,YyeTocHoBHblxΦoHAoB.1975.
(3}レLA,BofipcKHti,舞.Jl.Batic{penhA,ByxraπTepcKH住ygeTBnpoMolluaeHHocTH(TeMbi:
'
yぼeTMaTepHa諏・B,ygeT・cH・BHb1xcpeAcTB,ygeTManoUeHHHxH6NcTp・H3HamHBaK)muxc"
npeAMeToB,YgeTroToBonBpoAyKqHlllleepeanH3aUHH)・1975・
(∬〕 固定フ ォン ドの概念,評 価 および価額
まず,ソ ビエ ト会計実務では,固 定資産はいかに規 定 され,ど の よ うに評価
(161)ソ ビエトにおける固定資産の会計処理と手続(1)29
されていかな る価額 を もってい るかを考察 し ようω。
ω 固定 フ ォン ドの概念 とその会計課題
ソビエ トでは,生 産の計画化 と組織化についての経済文献 におい ては労働手
段 は普通 「固定 フォソ ド」《OCHOBHbletPOHIIbl》とい う概 念で しめされ,会 計文
献 においては労働手段 は一般に 「固定資産」《OCHOBHb!ecpe2LCTBa》と呼ばれて
い る。そ して,簿 記の統 二勘定計画 では この二つ の概念 を統一 した 「固定 資産
(フォン ド)」とい う名称 の勘定が 設定 されてい る。
ところで,固 定 フ ォソ ドは,そ の現物 ・物質的形態を労働過 程で維持 しなが
ら各生産周期にわ たるか な り長期間 の生産 に関与 し,そ の価 値を一度 では な く
部分的に生 産物へ移転 させ る,と い う特徴 を もってい る。建 物,構 築物,伝 達
装置,動 力機,作 業機等は固定 フ ォン ドの主要な内容 とな る。
'し か し,経 済的性質において労働用具であ る客体 のす べてが固定 フォン ドと
はな らない。若干の客体 は 「流動資産」《060poTHblecpeAcTBa》として扱われ
る。例 えば,1)価 額 とは無関係に1年 以内で費 消され る客体,2)耐 用期間 と
は無関係に50ル ー ブ ル 以下(2吻客体 で省 と官庁 によって規定 された客体(ただ
　
し,農業用の機械と用具,価 額に関係な く固定フォソ ドとされる使役家畜と畜産家畜を
除く),3)特別 の器具 と設備,4)若 い家畜 と肥育中の家畜,鳥,い え うさ ぎ,
毛皮獣,5)播 種用種,6)特 別 の衣裳 と履物,特 別の寝具等は,流 動 資産 とな
る。若干 の種類 の労働用具を固定 フ ォン ドか ら除外す るのは,そ れ らの計画,
融資お よび会計を簡 易化す るためで ある。
固定 フ ォン下を正 し く利用す る ことは社会主義経済 の一層 の発展 に とって大
きな意義 を もってい る。 このため,固 定 フ ォン ドに関係す る現象 と過程 につい
ての確実 な効果的な情 報を確保す る固定 フ ォン ドの会計制度 を適切 に組織す る
ことはきわめて重要 とな る。固定 フ ォン ド会計の主要な課題は,1)固 定 フ ォ
ン ドの取 得,経 営内部 での く職場から職場へ,部 課から部課への)固定 フ ォン ドの
移動お よび除却(無 償の譲渡,販売あるいは廃棄)を 文 書 で 確認 し て,会 計書類
(帳簿,ヵ一 ド,一覧表)に 適時に反映す る こと,2)認 可 されてい る償 却率に従
って固定 フ ォン ドの減価償却控除額を正確 に算定す る こ と,3)生 産的固定 フ、
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オン ドに対す る使用料を正確に算 出す るこ と,4)固定 フ ォソ ドを 「業務技 術
計算」《onepaTHBH誠yqeT》で効率的に管理す ることにあ る。
⑧ 固定 フ ォン ドの評価 と価額
固定 フ ォン ドは価格 で評価 され て簿記 と報告書 に反映 され る。 この ことに よ
って,固 定 フ ォン ドの規模,組 成 と構成が決定 され,あ い異 な る質の固定 フ ォ
ン ドが対比 ・比較 され,減 価償却が算定 され,生 産的 固定 フ ォン ド使用料 と生
産物 原価が算出 され,新 技術 の効率が 明 らか にな る。 貨幣的評価 は,固 定 フ ォ
ン ドの再生産 のた めの国民経済 バラソスの作成 とホズラス≠ ヨー トの強 化のた
めの重要な条件 で もあ り,企 業 の収益性 と定 款基金額 の決定 に さい して利用 さ
れ る。
固定 フ ォソ ドの価額 には,1)「取 得価額」《nePBoHaqaAbHaficToHMocTb》,2)
「再調達価額」《BoccTaHoBuTeubHa"cTovaMccTb》,3)「残存価額」《ocTaToqHafi・
CTOIIMgCTb》の三種類が あ る。
取得価額は,建 造,構 築,建 設に要 した費用額,固 定 フ ォン ドの獲得に要 し
た費用額,ま た製造時点 の固定 フ ォソ ドの価額 であ る。企業 バ ランスに表示 さ
れてい る固定 フ ォン ドの取得価額は異 な った時期 に生産 され調達 した客体 め各
時期 の価額 をしめ してい る。企業 バ ランスに計上 され てい る固定 フ ォン ドの価
額 は,そ の評価 とは関係な く 「バ ランス価額」《6anaHcoBaficToMMocTb》と呼
ばれ る。
客体 の獲得 あ るいは建 設の実際 費用 を測 定 した額であ る固定 フ ォン ドの取得
価額 は,生 産的 固定 フ ォン ド使用料 と減価償却 控除額 を決定す るさいの基礎価
額 とな る。取得価額は,投 資 としてお こなわれ る客体 の拡張,増 築,再 装備,
近代化お よび再 建に よって,あ るいは,政 府決定 としてお こなわれ る固定 フ ォ
ン ドの再 評価 に よって修正 され る。
機械 製造業 と建設業 におけ る技術 進歩に照 応 して,固 定 フ ォソ ドの再生産 に
必要な実際労働 費は低減 し,従 って固定 フ ォン ドの価額 も低下す る。 この時点
での企業 バランスに計上 され る固定 フ ォン ドの価額 を しめすに は,そ の再調達
価額に よらねばな らない。 よって,固 定 フ ォン ドの再調達価額 は現時点におけ
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るその再生産の価額,現 在の価額(時 価)で ある。
固定 フ ォン ドの再調達価額は,固 定 フ ォン ドの再評価,ま たは それに類似 し
た中央集中的に規定 された方法 に よって決定 され る。再調達価額の査定は該 当
する指数をか りて統 計機関 でな され る。近年 におけ る固定 フ ォン ドの再評価は
1972年1月1日に実施 されてい る。
残存価額は固定 フ ォン ドの取得価額か ら簿記 で計算 された その磨滅額を控 除
した残額 であ る。取得価額 と磨 滅額 との比率 は固定 フ ォン ドの磨損の程度を し
めす。新 しい客体 が稼動 された直後においては,そ の固定 フ ォン ドの残存価額
と取得価額 とは一致す る。その後,固 定 フ ォソ ドの稼動期間が長期になればな
るほ ど,そ の磨滅額つ ま り固定 フォン ドの磨損 の程度は大 き くな り,そ の残存
価額は小さ くな る。残存価額は製造 された生産物へ いまだ移転 していない固定
フォン ドの価 額を しめしてい る。 この残存価額の資料は更新 のた あの固定 フ ォ
ン ド再 生産計画の策定に さい して利用 され る。
固定 フォン ドの再調達価額を決定す る再評価 のさいに も,再 評価を うけ る客
体 の磨滅 が明らかに されて,再 調達価額に対す る残存価額 が決定 され る。
再評価に よって固定 フォソ ドの再調達価額が決定 され るが,再 評価実 施後 の
時点か らはその再調達価額は取得価額 として理解 され る。
企業あるいは個 々の職場に受入れた設備 と備品 の始動開始期に生ず る費用,
また,固 定 フ ォソ ドとしてす でに記帳 されてい て組立を必要 としない設 備 と備
品の職場か ら職場へ の企業内部 の移転費は,生 産費つ ま り生産物原価 として処
理 されて取得価額 には含めない。土地,鉱 物産地,森 林 ・水利 の付属地 は貨幣
的評価を うけず,た だその面積 のみが会計上表示 され る。
生産の経済的効率を引上げ,ホ ズラスチ ョー トの刺 激を強化す ることを 目的
とした1965年か らの 「経済改革」の も と で は,生 産的固定 フ ォソ ド使用料 と
い う経済的テ コが利用 され る。工業企業で使用 料を支払 う客体は企業 バ ランス
に計上 されてい る生産的固定 フォソ ドである。若干の固定 フ ォン ドに対 しては
使用料の免除が認め られている。
生産的固定 フォン ド使用料は固定 フ ォン ドの取 得価額(バ ランス価額)た対す
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る 百 分 率 で 算 出 さ れ る。 た だ し採 油 工 業 に お け る石 油 ・ガ ス 抗 井 に つ い て は 残
存 価 額 を も とに し て 算 出 さ れ る。
生 産 的 固 定 フ ォン ド使 用 料 は 個 々 の 企 業 か らそ れ ぞ れ 直 接 に 国 庫 へ 支 払 う。
そ れ は 上 級 機 関 で 決 定 され た 利 潤 か ら の 国 庫 へ の 支 払 額 の 範 囲 内 で 企 業 の 財 務
計 画 に よ っ て 計 画 さ れ る。
(1}X.A.Pa6HHoBH9,YqeTocHoBHHxΦoHAoB.1975,cTp.3-7.
↓2}この50ル ーブルは1980年ユ月1日 か らは ユ00ルー ブルに引上げ られた。 それは,「計画化の
改善 と生産効率および作業の質を高めることに対す る経済的 メカニズムの作用強化について」(19
79年7月12日付ソ連共産党中央委員会 とソ連邦閣僚会議の共同決定)の 採択に ともなって,会
計分野においても 「会計報告書とバラソスに関する規程」 が改正 され(1979年6月29H付ソ連
邦閣僚会議の認可),同 規程の第15条2項 で100ルーブルとなった(nono>KeHueo6yxranTe・
P,KHx。,,eTax:・6・n・H・ax.6yxraaTep・Ktitiy・eT,N・.le,1979,cTp.28.)。100ルーブルVこ
引上げた ことは,今 回の規程改正にあたって重要な変更の一つ とされてい る(Ba}KHbltiSTanB
coBepllleHcTBoBaHHHyqeTaHoTgeTHocTli.ByxramepcKHtiygeT,No.10,1979,cTp.12.)。
〔皿〕 固定フォン ドの分類
?ぎ に,ソ ビエ ト会計実務 では固定 フォン ドは どの よ うに分類 され ているか
を考察 し ようく1}。
固定 フォソ ドを科学的 に分類す ることは,固定 フォン ド会計 を的確に組織 し,
報告書 の作成を統一す るための前提 の一つ である。 分類 は,一 つには 固定 フォ
ン ドの社会主義生産過程お よび国民経済部門へ の参加 内容を基 準 としてお こな
われ(国 民経済部門別分類)・二つには固定 フ ォン ドの種類つ ま りその物質的(現
物的)特 質を基準 としてお こなわれ る(種類別分類)。規定 されてい る二 つの分類
ヒナ型は{2),すぺての省,官 庁 お よびその他の中央施 設,企 業 と組織に とって
計画 と計算の実施,報 告書の作成に さい して義務 として採用 され る。
ω 固定 フ ォン ドの国民経済部門別分類
この分類 ヒナ型 で は,生 産過程 におけ る参加内容 と遂行 す る機能 とに応 じ
て,生 産的固定 フォン ドと非生産的固定 フォン ドとに まず区分 され る。
物質的生産の領域にある生産的固定フ ォン,ドぐ‡,生産過程に反復的に参加
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し,不 断 に磨損 し,そ して磨 損に応 じて製造 された生産物 へ 自己 の価値を部分
的に移転 させ る。 これ とは異な うて,非 生産 的固定 フ ォソ ドは非生産的消費 の
ために利用 され る。 この場合,そ れは磨損す るが,磨 損 に応 じて部分的に 自己
の価値を喪失す る。
工業企業においては生産的固定 フ ォン ドは工業生産的 固定 フ ォン ドと呼ばれ
る。それは生産物 の製造に関与 し生産過程を助け企業 バ ランスに計上 され てい
る生産的固定 フ ォン ドである。企業バ ランスに計上 され てい るところの運送経
営,資 材補給 と販 売,倉 庫経営,計 算 ステーシ ョン,通 信所の固定 フ ォソ ド,
また,積 載 ・荷卸業 務の生産的 フ ォン ド等 も,工 業生産的固定 フ ォン ドとな
る。
多 くの場合,工 業企業バ ランスには,建 設用や農業用 の固定 フ ォン ド,商業
と公共食 堂 また調達組織の固定 フ ォソ ドも計上 されてい る。 これ らの フォン ド
は他部門の生産的固定 フォン ドとしてしめ され る。
国民経済部門別の固定 フ ォソ ドの分類 ヒナ型は次 のよ うになる。
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
「工 業 」 《llPOMbllllneHHOCTb》
ハ
「農 業 」 《CenbcKoexo醐cTBo》
「林 業 」(〈JleCHOeXO3fiVaCTBO》
「運 輸 」 《TpaHcnOPT》
「通 信 」 《CBfl3b》
「建 設 」 《CTPOHTenbCTBO》
「商 業 と公 共 食 堂 」 《ToproBnStHo6111ecTBeHHoenMTaHue》
「資 材 補 給 と販 売 」 《MaTepuanbHo-TexHHqecKoecHa6)KeHHellc6blT》
「調 達 」 《3arαrOBKH》
「そ の 他 の 物 質 的 生 産 活 動 領 域 」 《「lpogvaeBHIIblzKeflTenbHocTvacφepbI
MaTepHaJlbHoronpoli3BoZLcTBa》
XI「 住 宅 ・公 共 経 営 と住 民 生 活 サ ー ビ ス 」《>KHAulllHo-KoMMYHanbHoexo3A一
苗cTBoロ6blToBoeo6cJly>KHBaHHeHaceJleHH兄》
a)「 住 宅 経 営 」 《>K""H[[IHoeXO3HfiCTBO》
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b)「 公 共 経 営 」 《KOMMyHanbHOeXO3姐CTBO》
c)「(非 生 産 的 性 質 の)住 民 生 活 サ ー ビ ス 」 《6blToBoeo6cny>KHBaHHe
HaceJleHH兄(HeupoH3BoAcTBeHHoroxapaKTepa)》
XIIr保 健,体 育 お よ び 社 会 保 障 」《3APaBooxpaHeHvae,()va3HqecKafiKynbTypa
Hco口HaJlbHoeo6ecnegeHPte》
XIIIr教 育 」 《HpOcBe叫eHHe》
XIV「 文 化 」 《KyabTypa>>.
xvr芸 術 」 《HCKyCCTBO》
XVIr科 学 と科 学 サ ー ビ ス 」 《HayKaliHayqHoeo6c刀y細BaHHe》
XVII「 信 用 供 与 と国 家 保 険 」 《KPe,auToBaHuexrocyAaPcTBeHHoecTPaxoB-
aHHe》
XVIIIr行政」《ynpaBneHlle》
XIX「 党組織 と社 会組織」《HapTHiHNevao6qecTBeHH61eoPraHM3aq"H》
国民 経済部門別の固定 フ ォン ドの分類 は固定 フ ォン ドバ ラソスを作成す るた
めに利用 され る。そのさい,当 該部 門の将来の発展 との関連 で この部 門におけ
る固定 フ ォン ドの 内容が検討 される。
工業企 業においては,工 業生産物 の生産過程に直接 関与 してい るすべ ての固
定 フ ォソ ドは,「1工 業」 の部門に関係づけ られ る。
国民経 済部門別に固定 フ ォン ドを分類す る場合,企 業バ ラン スに計上 されて
い るが当該企業 の基本活動 と異な る別機能を果 してい る固定 フ ォン ドは,そ の
生産 活動 と部門 に照応 した活動種類 と国民経 済部門に関係 づ け ら れ る。 例え
ば,工 業企業が副業 として農業部門を もってい るな らば,こ の部門にあ る固定
フ ォン ドは 「亙農業」に関係づけ られ,農 業企業(ソ フホーズ)や建設企 業が副
業 として工業生産に もたず さわ ってい るな らば,そ の工業生産に関与 している
固定 フォン ドはrI工 業3に 含 まれ る。 また,各 企業 は住宅 ・公共経 営の固定
フ ォソ ド(寮,ホテル,別荘,浴場,洗濯場等)や住宅(企業パラソスに計上されてい
るもの)を もってい るが,こ れらの固定 フ ォン ドは 「遭 住宅 ・公 共経営 と住民
生活サ ー ビス」に分類 され る。
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⑧ 固定 フ ォン ドの種類別分類
会計を実施 し報告 書を作成 し,そ して固定 フォソ ドの構成 を分析す るために
は,固 定 フ ォン ドをその使途 と生産過程 におけ るその役割に応 じて種類 別に分
類す る ことは重要 であ る。 この分類 は減価償却 と生産原価 の正確 な計算を保障
し,そ れ に よって,固 定 フ ォン ドの再 生産 を計 画す る ことにな る。
種類別 の固定 フ ォン ドの分類 ヒナ型 は次 の ようにな る。
Ir建 物」《32KaHtifi》
,〆
1「 構 築 物 」 《Coopy》Ke舶兄》'
田 「伝 達 装 置 」 《nepeZlaToqHbleycTpoVacTBa》
Wr機 械 と設 備 」 《Ma頭HblHo60pyAoBaHHe>>
a)「 動 力 機 と設 備 」 《cvanoBbleMalllHHblMo60pyAoBaHue》
b>「 作 業 機 と設 備 」 《pa60qMeManlHHblHo60pynoBaHHe》
c)「 測 定 と調 整 の 器 具 と装 置 お よび 実 験 設 備 」 《ll3MePHTenbHblellperyn-
lipYKolllMenpH60pHMycTpoticTBaHna60paTopHoeo60py丑oBaHHe》
d).「計 算 機 」 《BblqvacnfiTe)lbHaflTeXHnKa》ラ
e)「 そ の 他 の 機 械 と設 備 」 《npoqHeMar!luHblHo60pyAoBaHHe》
Vr運 送 手 段 」 《TpaHenopTHNecpeAcTBa》
Wr器 具 」 《レ4HcTpyMeHT》
W「 生 産 用 備 品 と 生 産 用 付 属 晶 」 《「lpoH3BoAcTBeHHblMvaHBeHTapbunpvaH・
aA刀e>KHOCTM》
皿 「事 務 用 備 品」 《Xo3砿cTBeHHb崩MHBeHTaPb》
氏 「使 役 用 家畜 と畜 産 用 家 畜 お よび そ の 他 の動 物 」 《Pa60ymbHnpoAyKTxB一
りHbmCKOTuApyrHe)KHBOTHble》
X「 多 年 生 樹 木 」 《MHoro刀eTHIieHaca》KILeHMfi》
XI「 土 地 改 良 の 資 本 支 出 」(構 築物 を 除 く)《KalmTanbHble3aTpaTblnoyny9一
血eHllK)3eMeJlb(6e3coopy>Kermil)》
XII「 そ の 他 の 固 定 フ ォ ソ ド」 《npoqHeocHoBHble{i)oH,llbr》
会 計 報 告 書 で は 生 産 的 固 定 フ ォ ン ドの み が 種 類 別 に 分 類 さ れ る。 工 業 企 業 内
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の非 工業経営にあ る固定 フ ォン ドの種類別分類は原則 としてお こなわれない。
固定 フ ォン ドの保全を厳 格に管理 し,そ の在高 と構成 とを正確に把握す るた
めに,い わ ゆる客体別 計算が組織 され る。 こ うした分析 計算は各棚卸客体別 と
そ の存在場所(稼動場所)別に組織 され る。
完全 に完成 した建物 と組立物,あ るいは,す でに運営 されている建物,構 築
物,機 械,設 備,あ るいは,特 定の機能を遂行す るに必要な機 構,装 置,付 属
品を ともな った客体全体等は,「棚卸客体」《HHBeHTaPHblvao6beKT)〉とな る。
従 って,棚 卸客体は,建 設の完成,構 造 の完全,運 営 の独 自性,他 の客体 との
差異をしめす固定 フ ォソ ドの単位 とな る。
棚卸客体 の組成を正確 に決定す る ことは,減 価償 却控 除率を正確 に採用 し,
再装備費 と各客体の大修繕 費に対 して適確な融資を し,固 定 フ ォン ド構成上 の
不断 の変化を考慮 して固定 フ ォン ドを受 入れた りす るために重要であ る。
企業の会計課は それ ぞれの棚卸客体 に対 して特定 の番号をつけ る。 客体が除
却 され るまで利用 され るこの番号は,連 続的に付与す ることが望 ましい とされ
る。 この場合,例 えば,建 物,構 築物,伝 達装置 とい った固定 フ ォン ドの各分
類 グループのために,前 もって相 当す る番号の一定系列があ る。例 えば,建 物
に とっては0101-0199,構築物に とっては0201-0299,伝達装置に とっては
0301-0399の各系列があ る。 各系列の番号の数 は,現 存 している ところの,ま
た近 く受 入れ るところのすべ ての棚卸客体 に番号を付与す るにた る十分な もの
でなければ な らないのである。
同一 の生産的 ・事務的使途を もち,技 術的特徴 も価額 も同一 であ り,し か も
一つ の職 場や部 課で同時に受 入 れ る と こ ろ の生 産用 または事 務用 の備品,器
具,機 台等に対 しては,全 体 として設定 された一つ の棚卸番号が付与 され,つ
いで,各 客体はその客体の当該系列の棚卸番号か らな る個 々の棚卸番号が付与
され る。
固定 フ ォン ドに棚卸客体番 号を付与す る方法 は,固 定 フ ォン ドの分類方法 と
同様な方法でお こなおれ る。 棚卸番号 は金属 メタルまたはその他の形式 で客体
に付着 させ られ,機 械 と設備等には棚卸番号は赤 字 で標 される。複雑な機械を
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構成 してい る組部品 と集合機械 には基本客体 と同 じ番号が付与 され る。 客体 に
付与 された棚卸番 号は,客 体 が 当該企業(組 織)に 存在 してい る全期 間中維持
され,除 却 した客体 の棚卸番号 は,別 の客体に付与す る ことも,ま たは新た に
受入れた客体 に も付与す ることは できな い。
なお,減 価償却 控除が穿孔式計算機 で算定 され てい る ような場合,各 棚卸客
体に対 して規定の償却 率一 覧表に しめ され ている償却率番号 も付与 され る。
固定 フ ォン ド会 計の証 遵書類 とそ の記 入手続は ソ連邦中央統計局に よって承
認 され{3),その形式は アルバ ムとして公表 され,企 業(組 織)は そ の形 式を義務
として採用す る。形 式は計算機 の適用 もで きるよ うに配慮 され てい る。
(1)X.A.Pa6HHoBllrl,ygeTocHo朗h【xΦoH双oB.1975,cTp.7-12.
(2}現行 の 固 定 フ ォ ン ドの分 類 ヒナ 型 は,1970年4月30日 に ソ 連 邦 中央 統 計 局 で 承 認 さ れ,1971
年1月1日 か ら適 用 さ れ て い る 。
(3}それ は1972年12月 に承 認 さ れ て い る。
〔W〕 固定フ ォン ドの取得
)
固定 フ ォン ド会計を組織す るための前提条件 であ る固定 フ ォン ドの概念,評
価 と価額,分 類を これ までに考察 して きた。 そ こでつ ぎに,固 定 フ ォン ドの取
得につ いての ソビエ ト会計実務をみてみた い{1}。
㈲ 固定 フォン ドの取得手続
新 しい建物 と構築物 の建設,設 備の獲得 と設置,他 企業(組 織)か らの固定
フォン ドの 無償の 取得 に よって,企 業におけ る固定 フ ォン ドの規模 は増大 す
る。
企業へ の固定 フォン ドの受入れは企 業長の管轄下 にあ る委員会に よってな さ
れ る。企業 の機械長,技 術部長,客 体 を利用す る職場 あ るいは部課の責任者 等
がこの委員会 の委員 となる。
まず,固 定 フ ォン ドの取得 にさい して 「固定資産受領 ・譲 渡証書」《AKT叩一
HeMKH-nePeAaqPtocHoBHblxcPeAcTB》(形式No.OC・-1)とい う特別 の文 書が作成
され る。資料①を参照2[。この証書は建物,機 械,器 具等 の固定 フ ォン ドの種
資料 ① の1
r圧縮機」工場
企業,組織 証書No.97
固定資産の受領 ・譲渡
197×年12月3目
官庁間模範形式No.OC-1
難 老の認囎 名アー誇 謬 コフ
197×年12月4日
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
借 方
総合勘定,補助
?
?
??
分析計算
の番号
?
????
貸 方
総合勘定,
補助勘定
?
??
分析計算
の番号
5
0008
金額
6
2,800
棚卸番号
7
4327
減価償却
控除費の
記号番号
8
24001
減価償却
控除率番
号
9
41000
減価償却控除率
更 新 用
10
年 度6.7
月 次O.5583
大修繕用
11
年 度7.4
月 次e.6166
配備した場所
電気生活器具生産全連邦合同
Nα1923197× 年11月25日
次の工場から受納する:
次の場所へ客体を引渡す:
検査実施
「プロ ドマシ」工場
削 裁 機 (客体の名称)
「圧縮機」工場の機械職場(客体の存在場所)
罐ス諮N・ ・霊
磨 滅 額420ル ープル
取得(融資)源 無償で譲渡をうける
操業度による修正係数
客体の主要特徴
設備の種
類と番号
生産年度
(建設年度)
稼 動 日
(年,月)
フォソ ド使用料
支払開始日
4 1963年 1・97・年 ・2月[ 197×年1月
大 きさ800×320,高さ1200重 量5400kg
?
?
?
?
?
?
??
?
資料 ① の2
|
一致 している 一致 している 形式 NαOC-1の裏面
客体は技術的条件に 一致していない
必要とする
補修を
必要としない 必要としない
客体の試験的実験の結果 合格する
委員会の結論 機械を稼動させよ
注記 機械のパスポー トと技術文書を技術部に送付する(客体の技術文書名)
委員会 メンバー 「圧縮機」工場の技術部長 エ ン ・ カ ー ・イ サ コ フ サイン
設備技師 ア ー ・テ ー ・イ シ ク サイン
機械職場長 ベ ー ・ カ ー ・バ ラ ノ フ サイン
「プロ ドマシ」工場の機械長 ヴ ェ ー ・ア ー ・ カ ノ ブ サ イン
受納する 機械職場長 バラノフ サ イン
固定資産の客体を
譲渡する 「プロドマシ」工場の機械長 カ ノ フ サイン
197×年12月3目
会計登録 棚卸カー ドNo.429(カードの開設または帳簿への記帳)
会計課長 イ ェー ・テ レ シ コ
???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
》
㍗
?
?
?
?
?
??
?。?
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類 を受領す る場合に個 々の客体別に作成 され る。型 と金額 が同一 でしか も受 入
日も同 じであ る事務用 備品,器 具,機 台等については一般的な文書が作成 され
る。 もし企 業が以前利用 され ていた固定 フ ォン ドを受入れ るな らば,文 書には
譲渡資料 として客体の磨滅額が表示 され てい る。
受領 ・譲 渡証書 には当該客体 の技術文書(機械,建物等のパスポー ト)を添付す
る。委員会 メンバーに よって記 入,署 名された受領 ・譲渡証書 は,パ スポー ト
と客体獲得に関す るその他の技 術文書 と共に,企 業 の会計課に送付 され る。会
計課 は,各 棚卸客体 の これ らの文書を もとに して 「棚卸 カー ド」《1'IHBeHTaPHafi
KaPToqKa》(形式NぴOC-7)を開設 し,受 領 ・譲渡証書で指 示さ れ た 該当す る
棚卸 番号を客体に付与す る。資料 ②を参照{3)。もし客体に装置 や 付属品が とも
な っ て い る な らば,棚 卸 カー ドと共に これ ら装置や付属品 の 目録 も作成 され
る。
一つの職場 あるいは部課に同時 に受 入れた同一 の型 で同一 金額 の事務用備品
と器具は,グ ループ会計 として一つの棚卸 カー ドに記入 され る。 そ して,こ れ
と関係な く,各 々の客体 に個 々の棚卸番号が付与 され る。 それは客体 の企業 内
部 の移転あ るいは除却を確認す るため に必要であ るか らであ る。
賃借固定 フ ォン ドについ ては,賃 借企業の会計課 で棚卸 カー ドを開設す るこ
とはしない で,賃 貸企業の棚卸 カー ドの コピーが利用 され る。 コピーは賃貸借
客体 の受領 ・譲渡証 書 と共 に賃借企業の会計課に送付 され る。
棚卸客体 の量が少ない小規模企業 では,会 計業務を簡略化す るた め,指 標数
が棚卸 カー ドよ り少ない棚卸帳簿(形 式NαOC-11)が利用 され る。
棚卸 カー ドが開設 されたのち,受 入れた客体に関す る技術文書(パ スポーD
は,技 術部 また はそ の他の部 課へ まわ され る。そ の後,卸 棚 カー ドには客体に
お きたすべての変化(企 業内部の移転,再建,近代化等)が記入され る。保管す る
ために,棚 卸 カー ドは カー ド番号,棚 卸番号,客 体 名称を 内容 とした特別 の 目
録(形式No.OC-10)に記帳 され る。 この 目録は棚卸 帳簿を利用 してい る企業に
とっては不必要 であ る。
固定 フ ォン ドの個 々の分類 グループ(建物,構築物,伝達装置等)別に棚卸 カー
??
?。?
資料②の1
「圧縮機」工場" 官庁間模範形式No.OC-7固定資産会計の棚卸 カー ドNo.428
企業,組織(機 械
,設備,器具,生 産用備品,事務用備品用の棚卸カー ド)
官庁間模範形
式Ng.OC-10
固定資産会計
の棚卸カー ド
目録
客体の名称:ほぞ穴をほる機械
官庁間模範形
式No.OC-1
固定資産の受
領 ・譲渡証書
製作工場名:ハルコフ機械製作工場
パ ス ポー ト,正 面 図No.1051モ デ ル,タ イ ス マ ー ク3-EM-215
補助
勘定
,取得
価額
棚卸
番号
減価償却控除率 稼動開始証明書職場,部課職区
,
ライン
分析計
算の番
号
減価償却
控除費の
記号番号
減価償却
控除率番号
設備,器具
,備品
の種類と
番号
生産年度
(製造年度)
A '
フオンド
使用料支
払開始日
(年,別更新用
'犬修
繕用 日付'番 号官庁間模範形
式No.GC-2
固定資産の内
部移転の送状
1 2 3 4 5
3 43241,9004324
6
24001
7
41001
8
月次
0.5916
9
月 次
0.45
10
4
11
1949
12
12月
21B
13
"92
14'
1968年
3月
官庁間模範形
式No,OC-4
固定資産廃棄
証書
◇送 状
日付 番号
客体 の企業内の移転・
1969年8月15日89 第2職場より
・
1972年1月1日
の固定資産の
再評価一覧表
1972年1月1巨
の再評価資料
による磨滅額
客体の借記
(簿記記帳)
除却登録
(簿記記帳) 除 却 理"由
.
日 付 番 号 日 付 番 号
760 1949年12月5ζコ レM3197X年12月25日証書N《L67. 完全な物理的磨滅
取得(融 資)源:中 央集中的投資 操業度による修正係数:
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
》
?
?
?
?
?
?
???
?
?
↑?
資料②の2
形 式No.OC-7の裏 面
再建,近代化(簿記記帳)
.
大 修 繕(簿記記帳)
官庁間模範形
式N仏OC-1
固定資産の受
領 ・譲渡証書
日付 番号 金額 日fす 番 号 、 金 額 . 日付 番号r 金額 日付 番号 金額
1960年5月 48 290
1969年3月 31 220
1971年6月 53 215 ・
客休の主要特徴
客体本体にっいている重要な装置と付属品の名称
客 体 の 名 称 客 体 本 体
電動機
官庁間模範形
式No.OC-3
修繕,再建,
近代化をうけ
た客体の受領
譲渡証書1 5 62
全機械3,000kg
3
15キロ ワッ ト
4
⑨
,
カー ド記入:1972年2月7日 ヴ ェ ー ・ペ ー ・ア ロフ ス カヤ 会 計 課 長
爆
?
?
?
「圧縮機」エ場 官庁問模範形式No。OC-13
資料③ 企業,組 織 固定資産の棚卸表(固 定資産の存在場所と稼動場所別)
部課,職場,職 区,ラ イン:組立職場 分類グループの名称:機械 と設備
除却(移 転)棚卸カー ドあ
るいは棚卸帳
簿への記帳
棚 卸
番、号
客 体 の 名 称
P
取 得
価 額
文 書
官庁間模範形
式N仇OC-4
固定資産廃棄
証書
0. 日 付 日 付 No.
除却理由
B.作業機と設備
1 197×年1月 432川 ほぞ穴をほる機械 1,900197×年12月25日 67完全な物理的磨滅
2 197×年1月 4325 平削り機械 1,340
3 197×年1月 4326 輻射状穿孔機 一 2,400
官庁間模範形
式N仇OC-1
固定資産受領・
譲渡証書
V.運送手段一
官庁問模範形
式No,OC-2
固定資産の内
部移転の送状
1 197×年1月 5201 自動運搬車 1,200197x年2月 37
機械職場
へ移転 ,
2 197×年1月 5202 ス クー ター 430
VI.器 具
1 197×年1月 6101 庄搾機 110
2 197×年6月 6102 電気 ドリル 75}
3 197×年8月 6103 ソケ ツ ト 60
W.生 産用備品と生産用付属品.
1 197×年1月 7001 仕事台 200
2 197×年3月 7002 タンク .130
皿・事務用備品官庁間模範形
式No.OC-2
固定資産の内
部移転の送状
1 197×年1月 .8001 耐火箱 90
2 197×年1月 8002
'
戸 棚 120
3 197×年1月 8003 タイプライター 150
???
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
》
?
?
?
?
?
?
???
?
?
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資料④
執 行 者番
号 業 務 内 容 委貝会 技術部 会計課 管理兼経理部
1 受納した客体の受領 ・譲渡証書の作成 ●
2 受領した客体を不断に保全するために必要な
技術文書の作成
●
3
受領 ・譲渡証書乎続きの正当性の点検,棚 卸
番号の付与,、次の事項 を証書に記入す る:棚
卸番号,棚 卸 カー ド番号,減 価償却費の記号
番号,関 連勘定,取 得(融 資)源,フ ォン ド
使用料の基礎資料等
1
●
4 金属メタルの棚卸番号標識または赤字の棚卸
番号標識を棚卸客体に付着させる
●
ドの個 々の 目録 を作 り,そ れに よって,棚 卸 カー ドと目録 のそれぞれの資料が
容易に対比 で きるよ うにな る。 小規模企業 においては分類 グループ別ではな く
一つ の 目録を作 れば よい。
棚卸 カー ドは一つ に まとめ られ る。 棚卸客体 の稼動(存 在)場 所別に,つ ま
り職場別や部 課別に,固 定 フ ォン ドの 「棚卸表」《HHBeHTaPHblticnHCOK》(形式
No.OC-13)が作 成 され る。 資料③を参照{4)。それ に よって)客 体 の効率的利用
に対す る管理 と過 剰な フ ォン ドの発見 に必要な惰報を企業 の各部 門に提供で き
る ことにな る。
以上 の固定 フ ォソ ドの取 得手続につい ては資料④を参照⑤。
⑧ 固定 フ ォソ ド取得 の記帳
受入れた新 しい客体はすで にみた よ うに受領 ・譲渡証書に もとつ いて固定 フ
ォン ドの組成 とな る。 簿 記上,こ の取 引は 「固定 資産(フ ォソ ド)勘定」 の借
方 と 「定款基金(固 定資産部分)勘 定」の貸方 とに取得価額でそれぞれ記帳 され
る。
(177)ソ ビエトteおける固定資産の会計処理と手続(1)45
組立を必要 と し な い無償 で受入れた固定 フ ォン ド(移動運送手段,建 設機構,
農業用機械,使役家畜等)は,受 領 ・譲渡証書で確認 された のち,固定 フ ォン ドの
組成にはい る。 この取 引は,こ の客体 を無 償で譲渡 した企業の文書に しめ され
てい る取得価額で,「固定資産(フ ォン ド)勘定」 の借方 と 「定 款基 金勘定」 の
貸方 とに記帳 され る。 もし受 入れた客体 がす でに利用 されていたな らば,譲 渡
した企業 の会計資料 で算定 された更新用磨滅額(固定フォン ドの完全な再生のため
に計算された額〉が譲渡文書に記 入されてい るはず であ る。この よ うな客体の受
入れは,「固定 資産(フ ォン ド)勘定」の借方 と 「定 款基金勘定」の貸方 とに取
得価額 で記帳 された のち,同 時に,「定款基金(固 定資産部分)勘 定」 の借 方 と
「固定資産(フ ォン ド)の磨滅勘定」 の貸方 とに受領 ・譲渡証書 でしめ され てい
る磨滅額を記帳す る。
こうして,受 入 れ られ る 客体 は取 得価額 で記帳 され,そ の更新用磨滅額は
咽 定資産(フ ォン ド)の磨 滅勘定」 で表示 され る。
生産的使途 を失な うことな く分解 された設備を企業 が無償で取得 した時 も,
上記 と同 じ方法 で記帳がな され る。 ただし,譲 渡 す る企業 は設備の分解に さい
してその当初の組立費だけ定款基 金を減 少 させ る。 このため,客 体 の取得価額
か らこの費用 額は差引かれ,譲 渡文書 には組立費を控除 した取得価額が記入 さ
れているこ とにな る。
受領した企 業 で分解され た設備 を取 付け る費用 は,投 資のための融資資金 に
よってお こなわれ,投 資 として計 算され る。無償 で受入れた固定 フォソ ドの配
達費は受領 した企業 の生産費 に含 め られ る。
他企業あ るいは経済組織 です でに利用 されていた固定 フ ォン ドを有償 で取得
す る場合には,配 達費 と取付費 を含 んだそ の獲得価 額で 「固定資産(フ ォン ド〉
勘定」に記帳 される。すでに利用 されていた客体 の獲得価額は磨 滅額 を差 引い
た販売時点 の 「定価表」《「lpetiCKypaHT》の価額で ある。 過剰 で し か も構造が
陳腐化してい る設備 を企業が販売す る場合には,現 行の定価表上の価額を一定
の方法で割 引 くこともで きる。
支払文書 には設備 を販売 した企業の会計 資料 に よる設備の価額 と磨滅額が し
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め されてい る。客体の獲得価額,(もし固定フォン ドの取付けを 必要 とするならば)
そ の取 付費お よび配達費を磨滅額 と共に,「 固定 資産(フ ォン ド)勘定」の借方
と 「定款基金勘定」 の貸方 とに記帳す る。 こ うして,「固定資産(フ ォソ ド)勘
定」 の借方 には客体 の総価額が表示 され る。 それは減価償却控除を通 して回収
され る費用 をしめ してい る。受 入れた客体 の磨滅額は 「定 款基金勘定」 の借方
と 「固定資産(フ ォソ ド)の磨滅勘定」 の貸方 とに記帳 され るポ こ の よ うな 固
定 フ ォソ ドの取得,配 達 お よび取付は投資 のための融資資金 に よってお こなわ
れ る。
国立銀行 の施設は,固 定 フ ォソ ドの補充,新 技術 の導入,技 術改善,労 働組
織改革等のために,企 業(組織)に対 して信用 を提供す る。
固定 フ ォン ドへ の信用 は返済す る。銀行に対す る この返済は,生 産発展基
金,利 潤,財 務計画 で予定 した資金お よびその他 の財源 でな され る。
固定 フ ォン ドの信用 は投 資の性 質を もつので,獲 得 した長期 信用額 は銀行 と
の決済 と費用 融資源泉におい て しめ さ れ る。 この取 引は次 のよ うに記帳 され
る。
獲得 した長期信用は,簿 記上,「利潤 と基金 に よ る銀行信用の利用 勘定」 の
借 方 と 「銀行 の長期信用勘定」 の貸方 と に 記帳 され る。 長期信用 の返済は,
「銀行 の長期信用勘定」の借方 と 「決済勘定」 の貸方 とに記 帳 され,同 時に,長
期 信用債務を利潤で補償す るな らば,そ の補償額を 「利潤 と基金に よる銀行信
用 の利用勘定」 の貸方 と 「利潤 よ りの引上資産勘定」 の借方 とに記帳 され る。
もし生産発展基金の資金で信用を補償す る な らば,「経済的刺激 と特別使途 の
基 金勘定」の借方に記帳 され る。「受領 ・譲渡証書」 に もとつ い て客体を受入
れ ると,「固定資産(フォン ド)勘定」に借 記 され 「定款基金勘定」に貸記 され る。
「社 会主義国営生産企業規程{6)」に よれば,経 済的に有利である場合には大 修
繕を実施す るかわ りに,企 業 は大修繕用 の減価償却基 金で もって新 しい設備を
獲得す ることが できる。 この取引 と投資 の記帳 は次 のよ うにな る。
銀行 に積立ててある大修繕 用減価償却基金を新設備 の獲得に使用 した とす る
と,「減価償却基金勘定」(「控除による固定フ ォン ドの大修繕用減価償却基金補助勘
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定」)の借方 と 「決済勘定」あ るいは 「銀行 のその他の勘定」(「大修繕の特別勘定
補助勘定」)の貸方 とにそれ ぞれ記帳 され る。
投資計算 の記帳 と し て は,受 入れ た 設備の価額 を 「建設資材 と据付設備勘
定」に借記 し 「納入者 と請 負者 との決済勘 定」 に貸記す る。組立 と取付のため
に設 備が移送 され ると,「建設 と固定 フ ォン ドの取 得勘定」 の借方 と 「建設資
材 と据付設備勘定」 の貸方 とに記帳 され る。獲得 した設備の価額の支払 いは,
「納入者 と請 負者 との決済勘定」に借 記 し,「投資融資勘定」(「その他の投資融資
源泉補助勘定」)に貸記 される。 稼動 にな る と設備 の価額 は,「固定資産(フ 才ン
ド)勘定」の借方 と 「定款基金勘定」の貸方 とに記帳 され,同 時に 「完成建 設
と固定 フ ォン ドの取得勘 定」 の借方 と 「建 設 と固定 フ ォン ドの取得勘定」の貸
方 とに記帳 され る。
樹木へ の投資,ま た,構 築物 の建設 と関 係のない土地改良 のための投資は,
その作業全体 の終了 とは関係な く,会 計年度に地 積開発に直接 関連 した費用額
で固定 フォン ドの組成 に毎年含 まれ る。 これ らの フ ォソ ドが実 際に運営 され る
さいに も受領 ・譲渡証 書が作成 され る。
企業 は賃貸借 中の固定 フ ォソ ドに も投資 を お こ な う。 こ の費用の処理法ぽ
「大建設工事 予算表」《TMTynbHblecnvaClm》と国営組織,協 同組合組織,社 会
組織にあ る固定 フ ォン ドの賃貸借契約 とに規定 されてい るが,賃 貸借契約期間
満了以前の この フ ォン ドへ の投資額は賃借企業 の 「固定資産(フ ォン ド)勘定」
の借方 と 「定款基金勘定」 の貸方 とに記帳 され る。
資料⑤は固定 フ ォソ ド取得の主要 な取 引につい ての会計処理であ る{?)。
(1)X.A.Pa6HHoBHq,YgeTocHoBHNxΦoHfloB.1975,cTp.13-19.
{2}M.A.BofipcKHti,兄JI.Ba口cΦe刀b丑,ByxranTepcKutiygeTB叩oMblmneHHocTll,1975,cTp.
25.
(3}レLA.BofipcKvati,只.JI.Ba箇cφe刀b双,TaM}Ke,cTp.27.
C4}H.A.BofipcKHti,只JLBaitctpenbA,TaM》Ke,cTp.31.
{5}H.A.Bo只pcKH口,只.JLBancΦe肪 双,TaM>Ke,cTp.25.
{6)こ の 規 程 は1965年10月4日 付 ソ 連 邦 政 令 第731号 に よ り 承 認 さ れ た 。
{7)M.A.BoApcKmb,兄.,il.Ba目cφe刀b刀,TaM》Ke,cTp.26.
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資料⑤
金
額
証 愚 書
(文 書)
関連勘定 取引記録取引
番
号
経 済 取 引 の 内 容
借方 貸方 ジャ ナール
オーダー
一覧表
1 2 3 4 5 6 7 8
1 中央集中的投資と非中央集中的投資による固定資産の取得 44,000
受 領 ・譲 渡 証 書
No。219,231 01 85 13.㌔
2 無償による固定資産g)取得・
'
7,000通 知 書,受 領 ・談渡証 書No.232,97 01 85 13
3 無償で取得した固定資産の更新用の磨滅 2,000
通 知 書,受 領 ・譲 渡
証 書No.232,97 85' 02 13
4 無償で取得した固定資産の配達費
ゴ
50調 査書No.9 26 23 10 15
5 無償で取得した固定資産の組立費(投資財源に・よる実施) 100
組立作業完成証書
No.233 01 85 13
6
`
有償による固定資産の取得 6,000勘 定No.138,受領 ・譲 渡 証書N(入234 01 85 13
7 有償で取得 した固定資産の更新用の磨滅 1,500
受 領 ・譲 渡 証 書
No.234
01 85 13
8 有償で取得した固定資産の更新用の磨滅 1,500
受 領 ・譲 渡証 書
No.234 85 02 13
9
技術文書用の文献の取得(全 工場費
による取得) 300受 取 書N・.312 01 85 13
10棚卸によって発見された過剰資産の借記(取得価額) 700棚卸委貝会の議事録 01 85 13
11借記された過剰資産の更新用の磨滅 200棚卸委貝会の議事録 85 02 13
12減価償却基金の資金による設備の取得 2,500
受 領 ・譲 渡 証 書
No.235 01 85 13
借方 固定資産(フォンド)の磨滅
甚力定No暗02勘 定No◆85勘 定No・01
借 方 固定 資 産(フオンド)貸 方貸方貸 方 借 方 定款 基 金
残73,700-一 一 残高一一 残高一
2.0003
1,500●一一一一く8i卜 一一幸口1,500
200
〆
2,000
200
44,000●一一一一三一く])一一 一叫)44,000
7,000-一 ② 一一 一7,000
100-一一⑤ 一 一一100
6,000●一一一一(垂』6,000
1,500い一一一一←1,500
300⑨ 一300
700⑩ 一一700
2,500-2,500
,紡 離 麗3蛎 儲 婁杢器6貸 方
残高
'「蒜==
④一 一 ・・
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〔V〕 減価償却控除と固定フォン ドの磨滅
固定 フ ォン ド会計 の重要領域 である減価償却控除 と固定 フ ォン ドの磨滅につ
いての ソビエ ト会計実務 を以下考察 しよ うω。
旬 減価償 却控 除率 の適用方法
固定 ブ ォン ドは,そ れ が機能す る過 程 で,そ の現物 ・物 質的形態 を維持 しな
'がら新 し く創 出 され る生産物へ 自己の価値 を部分的 に移転 させて不断に磨損 し
てい く。 このため当該会計期間中 の固定 フ ォソ ドの運営に よる磨損を貨幣的表
現で組織 的に明 らかに しなければな らない。 しか し各生産周期後 にそのつ ど機
械,建 物 お よびその他 の客体 の磨滅 の大 きさを決定す ることはで きない。そ こ
で当該期 間の生産費に含めなけれ ばな らない固定 フ ォン ドの部分を決定す るた
めに減価償却 率が利用 され ることにな る。
この償却率 に もとつ いて計算 され る各期 間の生産費 あるいは流通費に含 まれ
る金額,つ ま り固定 フ ォン ド客体 の磨損を貨幣で しめ した金額が減価償却控除
となる。現行 の減価償却率 は,原 則 として,固 定 フォン ドの再調達価額(バ ラ
ンス価額)に 対す る百分率で設定 され てお り,そ の再調達価額は1972年1月1
日に実施 され た固定 フ ォソ ドの統一再評価に よって決定 された価額であ り,19
72年1月1日 以降に導 入 された固定 フォン ドについてはその取 得価額 である。
現行 の減価償却控除率は1975年1月1日 か ら採用 され て い る。 この償却率
に従 って,国 営,協 同組合(コルホーズを除 く)および社会 のホズラスチ ョー ト制
のすべての生産連合,企 業,組 織は,「 国民経済におけ る減価償却控除の計画
化,算 定お よび利用 の方法に関す る規程」に依拠 しつ づ2),減価償却 を毎月計
算する。 ソ連邦閣僚会議,加 盟 共和国 と 自治共和 国の閣僚会議,州 く地方)勤労
者代議員 ソビェ ト執行委員会 の決議で休止 されてい る固定 フォ ン ドに つ い て
は,減 価償却 の計算はな され ない。
ソ連邦国民経済 の固定 ブ ォン ドに つ い て の現行減価償却率の総数は約1800
率ある。 固定 ブ ォン ドの グループあ るいは個 々の客体別 に設定 され たこの償却
率は,す べ ての生産連合,企 業,組 織 に とって単一の ものであ り,そ の変更は
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許 されない。個 々の生産の特 徴,設 備稼動方式 の特徴,固 定 フォソ ドの磨滅の
高低に影 響を与 える 自然条件や環 境条件の特徴 お よび企業や職場 の運営上の特
徴な どは,減 価償却控除率に対す る適切 な修正係 数を適用す ることに よって考
慮 され る。例 えば,化 学工業,冶 金工 業,石 油工 業におけ る環境破壊 の度 合,
大量 シ リーズ生産,中 量シ リーズ生産,小 量シ リーズ生産 お よび個別生産にお
け る稼動設備 の操業度,一一年中24時 間稼動 し て い る設備の操業度,設 備稼動
に とって特に厳 しいシベ リアの風 土条件等 が,適 切 な修正係数 の採用を必要 と
す る固定 フ ォン ドの稼動上 の特徴 とな る。
修正係数は,自 動車や内燃機 関な どのよ うな耐用 期間カミその利用 密度 と直接
関係す る場合 を除いて,大修繕用 の減価 償却控除率に対 してのみ適用 され る。な
ぜ ならば,大修繕 の大 きさは設備 の物理 的磨滅度 合に直接 関係す るか らである。
機械 と設備 お よびその他 の固定 フ ォソ ドの個 々の種類については,更 新用 の
減価償却控 除率,あ るいは,総 減価償却 控除率 に対 して も修正係 数が設定 され
ている。修正 係数を総減価償 却率 に対 して設定す る場 合には,ま ず所定 の総減
価償却控除率を修正係数で訂正 して訂正 された総償却率 を算定 し,つ いで この
総償却率を更新用償却率 と大修繕 用償却 率 とに区分す る ことにな る。
一つ の同 じ減価償 却控 除率に二つ の修正係数を適用す る場 合には,求 め る償
却 率は次 の公式 で決定 され る。
H2==H、(K、十K,一 1)
Hz……訂正 された償却 率
H、……認可 されてい る所定 の償却 率
K,,K2…修 正係数
機械 と設備 の個 々の グループのため の減価償 却額を決定す る場 合,企 業 ある
いは職場での これ らの労働手段 の稼動条件に一致 した減価償却控 除率が適用 さ
れ る。機械 と設 備の実際 の作業 条件に減価償却控除率を一致 させ るためには,
生産計画で考慮 された労働用具 の作業交替を と り,そ れがない場 合には,企 業
あるいは職場 で年間の大半を通 して実行 され る実際 の作業交替を とる。 この場
合,機 械 と設 備の作業交替係数1.4までの企業 では1交 替作業方式 の修正係数
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が適用 され,1.4から2.4までの交替係数を もつ企業では2交 替作業方式 として
計算 され る減価償却控 除率が適用 され,2.4以上の交替係数を もつ企業 では3
交替作業方 式の修 正係 数が適用 され る。
生産に季 節的特徴 があ る企 業 では設備の作業交替 係数は考慮 されない。
固定 フ ォン ドの個 々の種類 と グループ別に,ま た 固定 フォソ ドの更新用(完
全な再生用)と 大修繕用(部分的な再生用)とに,償 却 率はそれ ぞれ 認可 されて設
定 され てい る。一つの率か ら他 の率へ の変 更は許され ない。この ことに よって,
減価償却を通 して費用配 分が正 し くお こなわれ,除 却に さい して個 々の客体 の
磨滅額が正確に決定 され,客 体 の利用度 が正確に 明らかにな る。 しか し,過 剰
な までに償却率を差別 化す ることはかえ って減価償却計算を複雑 にす る。 この
ため償却率を設定す るにあた って,グ ル ープ化 した個 々の客体に対 して平均的
な償却率が設定 され る。そ こで,労 働手段 の実際耐用期 間 と大修繕実際額 とは
償却率算定 のため の基礎 として採用 され る耐用期 間 と大修繕額 とは必ず しも一
致 しない。
原則として,減価償却率は個々の棚卸客体からなる固定フォンドのグループ
別に設定される。技術的設備の一・式をともなった熔鉱炉のような客体の総体に
対しては,総体の償却率が設定される。
種類(グループ)別の減価償却率はきわめて多数ある。このため,客体の技術
的特徴に応じた償却率を正確に選定することは,減価償却基金の形成にとって
も,生産物の原価計算にとっても,大きな意義をもつ。また,作業方式にもと
ついて償却率に対する修正係数を正確に選定することは適正な減価償却計算に
とって重要な意義をもつ。このため,償却率と修正係数を選定する企業の技術
員や技師の責任は大きいのである。
住宅のための減価償却控除率には若干の特徴がある。住宅については大修繕
用償却率によって大修繕の減価償却控除の計算のみをおこなう。更新用償却率
も設定されているが,それは住宅の磨滅を決定するために利用されるにすぎな
い。現行規程ではこれまでと異なって,生産用建物と非生産用建物のための統
一減価償却控除率が設定された。
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救急 車,獣 医車な どの特殊 自動車を除 いた 自動車の減価 償却控除率 も例外 で
あ る。 自動車については走行距 離1000キロメー トル当 りで の車輔価額 に対す
る百分 率で大修繕用減価償却がお こなわれ る。2ト ソまでの貨物 自動 車,タ ク
シ ・ー一,小型バス(長 さ5～8メー トル),中型,大型 お よび超大型(長 さ8メー トル以
上)バ ス,特 殊 自動 車(救急車,消 防車,修理車など)の更新用減価償却計算 は耐
用期間に従 って実施 され,そ の他の 自動車につ い て は走行距離1000キロメー
トル当 りの車輔価額に対す る百分率 で更新用減価償却 が計算 され る。採鉱工業
(石炭,ス レー ト,稀金属,貴金属,非 稀鉱物の採取)部 門にある固定 フォン ドにつ
い ては,そ の耐用期間 と有用鉱物 の採取期間 とが一致す るよ うな減価償却計算
が な され る。 このための特別 の指令 が作成 され る。
⑧ 予備固定 フ ォン ド,休 止固定 フ ォン ドお よび賃貸借 固定 フ ォン ド等 の減
価償却計算
企業が経済活動 を継続的に遂行 してい くためには設備 と運 送手段 のある程度
の予備 を もってい る必要があ る。
こ うした予備 としての設備 と運送 手段 となるのは,稼 動か ら排除 された固定
フ ォン ドの代 りに利用 され るが現在 は倉庫 に保存 され てい る電力設備,機 械 と
装置,自 動車お よび受入れたその他の固定 フ ォン ドである。固定 フ ォン ドが予
備 となるに は一定 の確認手続が必要であ る。 それ は当該問題についての担当責
任 者に よって決定 され る。
企業 バ ラソスに計上 されてい る予備 としての設備 と運送手段 につ いては更新
用減価償却 のみ計 算がなされ るδそ の減価償却額は,全 工場 費(全経営費)を通
して生産費 に算入 され,そ れを全 体 としての経営間に配賦 され る。
実施 され る修繕方法に関係 な く固定 フ ォン ドが修繕 され てい る期 間中は減価
償却 の計 算は中止 され る。 また,固 定 フ ォン ドが活動休止中に も減価償却の計
算は中止 され る。固定 フ ォン ドの更新用減価償却 と大修繕用減価償却 とはその
実際耐用期間 にわた って計算 されねばな らない。従 って,こ の客体 の取得価額
が完全に補填 され ることと関係 な く,稼 動か ら除却 され るまで,減 価償却控除
は実施 され る。更新用の磨滅額 の算定 も同 じ方法 でな され る。
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石油採取井 戸については更新用減価償却はその実際耐用期間 と関係な く15年
とい う償却率 で計算 され,ガ ス採取 井戸につ い て も同様に12年 とい う償却率
で計算 され る。石油採 取井戸 とガス採取井戸の大修繕用減価償却は全稼動期間
にわた って計算 され る。廃棄 されたが未償却 となった石油 とガスの採取井戸 に
ついては,更 新用 減価償却控 除はそのバ ランス価額 を新たに創 出され る生産物
あ るいはサ ー ビスへ完全に移転す るまで計算 され る。
賃貸借固定 フォン ドの減価償却は この固定 フ ォン ドをノミランスに計上 してい
る賃貸企業に よって総減価償却控除 率(更新用償却率+大修繕用償却率)に従 って
計算 され る。計 算 され た減価償却額 は賃貸企業に よって 「損益勘定」 の借方 と
「控除に よる固定 フ ォ ン ドの更新用減価償却基 金補助勘定」 と 「控 除に よる固
定 フォン ドの大修繕用 減価償却基金 補助勘定」をそれ ぞれ もつ 「減価償却基金
勘定」の貸方 とに記帳 され る。賃貸借 固定 フ ォン ドに対 してお こなわれ る土台
の設置,客 体 の補強 と再建な どのための資本支 出費は,す でに この資本支 出費
が賃借企 業の投 資計画 で見積 られて いれば,賃 借企 業に よって所与 の減価償却
控除率に従 って賃貸借期 間中に減価償却 され る。
認可 された所 与の償却率がない固定 フォン ドを企 業が もってい る場合には,
それに類似 した 固定 フォン ドの償 却率で もって企業は減価償却を計算す る。類
似 した固定 フ ォン ドの償却率 も存在 しない場合には,省 と官庁 は適切な減価償
却控除率案を作成 し,そ の理 由と共に ソ連邦 ゴスプランの認可を うけ,そ の コ
ピーを ソ連邦財務省 とソ連邦中央統 計局 に送付す る。作成 した償却率が認可 さ
れ るまでの6ヵ 月以 内まで企業 はその設定 した償 却率 でもって減価償却 の計算
をす ることが許 され る。
企業バ ランスに計上 されてい るす べての固定 フ ォソ ドについて減価償却の計
算がな され るわ けではない。例 えば,畜 産用家畜,水 牛,去 勢 した雄 牛,鹿,
図書館 フォン ドについ ては減価償 却はなされない。 それは,肉 やその他の生産
物が販売 され る場合には,減 価償却期 間満 了後お よび畜産物 の売上確定後 の畜
産は除去 した家畜 の再生産費を完全 に補償す る,と い う理 由か らであ る。地方
勤労者代議員 ソビエ ト執行委員会の管轄下にあ る都市整備用 構築物 について も
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減価償却の計算はなされず,また,共同利用の自動車道路についても減価償却
はしない。
企業が減価償却の計算をしない固定フォンドをもっている場合には,減価償
却基金額を正確に計画するために,その非償却固定フォンドの価額を年度報告
書と四半期報告書に表示する。
(c)月次減価償却額の計算方法
すでに考察したように,固定フォソドの取得価額は標準耐用期間中に企業に
よって生産された生産物の原価に算入されることによって補填される。原則と
して,原価に算入される額は所与の償却率にもとついて定額計算される。この
定額償却の計算はそれぞれの棚卸客体別にあるいは固定フォソ ドの種類別にお
こなわれる。
現行規程によれば,新たに導入された固定フォン ドについては新規に導入さ
れた月の次の月の第1目から減価償却計算は開始され,除却される固定フォン
ドについては除却した月の次の月の第1日から減価償却計算は中止される。こ
れは減価償却額の計算を簡単にするためである。ただし,減価償却を運営期間
ではなく別の指標例えば走行距離や産出量 トン割当で計算されるような客体に
ついては例外である。
いまだ未完成で受領証書でも確認されていないが,将来は固定フォン ドとし
て記帳されることになる企業ですでに利用されているような基本建物の客体あ
るいはその組成部分については,減価償却はその磨滅額を計算せずに一般的な
方法と同様に計算される。この減価償却計算にとっては,投資計算による当該
客体あるいはその組成部分の価額についての調査が必要となる。客体の受領証
書に署名がなされ,客体が固定フォン ドの組成に組入れられたのち,借記され
た固定フォン ドの価額にもとついて計算される減価償却額が正式にきまり,記
帳される利用開始時からの客体の磨滅額が決定される。
年間を通じての更新用と大修繕用のそれぞれの月次減価償却額は実務上二つ
の方法で決定される。第一の方法は,固定フォン ド組成上の変化を考慮しなが
ら先月に計算された(更新用と大修繕用の)減価償却額を基礎にして刀次減価償却
(187)ソ ビエトにおける固定資産の会計処理と手続(1)55
控除額を計算する,という簡単な方法である。実務上その計算は次のようにな
る。先月に計算された減価償却額に対して,まず先月に受入れた固定フォンド
の月次減価償却額を加算し,ついで先月に除却した固定フォン ドの月次減価償
却額を減算することによって,当該月次減価償却額を計算する。
第二の方法は次のようになる。まず稼動(利用)現場別に分類されていて当該
月次の第1日 目の時点で計算され るすべ ての棚卸客体を一覧表に毎月記入す
る。ついで固定フォンド客体の取得価額に更新用と大修繕用のそれぞれの償却
率を乗ずることによって減価償却額を計算する。認可されている所与の償却率
は年度償却率であるので,この場合月次減価償却額を計算するには年度償却率
を12で除した月次償却率を採用する必要がある。 この第二の方法は多 くの労
力を要するのでとくに小規模企業で稀に適用される(3}。
すでに触れたように,住宅については大修繕用減価償却のみが実施されるの
で,その減価償却計算は別個に表示される。一覧表の特別の区分には予備とし
ての固定フォソ ドの減価償却計算が示される。このことは,その減価償却は更
新用減価償却のみ実施する,というごとと関連している。
これまたすでに指摘したように,自動車の減価償却も若干異なる方法で計算
される。このことと関連して,自動車のための減価償却控除の算定は別個にな
される。この場合,各 グループ別の車輔の取得価額,走 行距離および速度指標
を正確に決定する必要がある。すぺての計算書類にはその作成者と会計課長の
署名がなされる。
資料⑥は月次減価償却額を計算するために利用される調査書である(告
⑨ 減価償却と減価償却基金動態の算定取引の記帳
所与の償却率によって毎月計算される減価償却額は次のような仕訳となる。
借方
「基本生産勘定」
「補助生産勘定」
「設備維持稼動費勘定」
「全職場(全生産)費勘定」
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資料⑥の1
固定資産の
分析計算カ
ー ド
受入固定資
産の棚卸カ
ー ドの合計
資料
除却固定資
産の棚卸カ
ー ド輪 計
資料
固定資産の 減価 償却計算
197×年12月中
'I
I予備の円定資産 A先月に受入および除却した客体
調査書形式Nα6
第1機械職場
の客体
第3組立職揚
の客体 計算所の客体
固定資産
の種類
(償却率に
よる分類)
更新用
減価償
却率
(月次)
客体の
価 額
減 価償却
額
客体の
価 額
減 価
償却額
客体の
価 額
減 価
償却額
受 ・A入
B 1 2 3 4 5 6
機 械 0.558315,00084 、
機 械 0.59170,00059
器 具 1.6666 2,00033
計 算 機 0.5833 6,00035
除 却
」
機 械 0.55836,00033
生 産 用
蔚 品 0.6666 1,0007
B全客体(先月に受入,除却 した客体および先月始に残存 した客体)
又× 十110 × 十26 十35
× 十205 × 十24 × 一.
受入一除却
(+または一)
先 月 の 加 算
月次報告書への記入
客体価額の照合:
× 315 × 50 × 35
稼動か ら予備ヘ ルーブル
予備から稼動ヘ ループル
走行距離1,000km
を基準にした減価
償却金額
『 益㎜ 一・ル
ー プ ル
走 行 距 離 を考 慮 し
た 減 価償 却 金 額
6×2.8=16.8=17
ル ー ブル
調査表形式No.9
4自 動車の減価償却計算(抜 牽)
タ
車輔の更薪 車輔,部品.器具一式の大修繕 走行距離1,000km'を基準にした減価
償却金額
自動車
の 型
減価
償却
ヰ番
号
客体
の
価額
走 行,
距 離
(1.000㎞)
減価償
却 率
償 却 額
(ルーカレ}
減価償
却 率
償 却 額
(ループル)
総減
価償
却控
除額 2'000×0・20デ4ル
rA3-51504012,0002.8 "0.30 17 0.2σ 11 28
rA3-53504012,4003.1 0.30 22 0.20 13 35
100
一 ブ ル
走 行 距 離 を考 慮 し
た減 価 償 却 金額
4×2.8=11.2=11
ル ー ブ ル
連結車 504031,0002.4 0.45 13 0.13 4 17
合 計 5,6008.3 × 52 × 28 80
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皿 調整資料 週査割麹L
総 舗 記した固定資産と消地 た固定資産の価額の鮒 償綱 算のための固蹟 産価額の
金 額番
・.
万
項 目 当 該 調査 書 ジ ャ ー ナ ル舎・オ ー タ ー
No.13
1稼 動または予備のために受入れた固定資産の総価額
控除一内訳:
2A減 価償却計算をしない固定資産価額(畜産家畜,図書)
195,000186,400
川 …
?
?
?
B受 入証で確認されないで受入れた稼動の固定資産価額
C稼 動のために受入れたが予備として計算されている客体の
価額
D内 部移転中の客体の価額
×
7.000 ×
2・…1
合 計
灘 燃 予備か鑑 灘 固蹴 の総噸 ・6・…l
A予 備として受入れたが稼動している客体の価額
B受 入証で確認されないで先月に受入れたがすでに稼動して
いる固定資産の価額
C内 部移転中の客体の価額
M・…1
∬ 固定資産の磨滅の計算
項 目
月次会計期間の加算(総額)
受入証で確認されないで受入れた稼動の客体の控除:
_____遡 麹 金額
璽騨 姦欝 蝶
14・795 ×
客体 所属場所
150 ×住宅ρ固定フォン ドについて
月次会計期間までに稼動開始証書で確認されないで
私動している客体について ×
合 計 1・ ・945 ×
1} ??
、
??????????
????
?
?
?
?
月 間14,945
年度始めからの取引と年度始89
,000めの残高
197×年1月6日
14,795 ・5・}・5・1
綱 ・1-1・ ・… 1,800
ア ロフスカヤ サイソ
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「全工場(全経営)費勘定」
「非工業用 の生産 と経営勘定」
「生産外費用勘定」
貸方 「減価償却基金勘定」
減 価償却額 が各生産物の原価 に算 入 さ れ る場合 には,そ れ は 「基本生産勘
定 」 または 「補助生産勘 定」に記帳 され る。別 の場合,例 えば生産設備 と器具
の減価償却額 は 「設備維持稼動費勘 定」に,建 物 と職場の事 務用備品 の減価償
却額は 「全職場(全生産)費勘定」 に,そ れ ぞれ記帳 され る。生 産物原価へ の減
価 償却費 の算 入方法は,生 産物原価 の計画化,計 算お よび原価 計算に関す る部
門指令に よって規定 され て い る。「非工業用 の生産 と経営勘 定」には,住 宅 ・
公共経営(住宅,寮,公 衆浴場,洗濯場)の固定 フォン ド,裁縫 ・販売 サー ビス部
の固定 フ ォン ド,副業農業の固定 フ ォン ド,労働者購買部 と商業 とに含 まれな
い商業の固定 フ ォン ド,ホ ズ ラスチ ョー ト制補給管理部の固定 フォン ド等 の減
価 償却費がそれぞれ借記 され る。 同時 に,更 新用減価 償却控 除額のみが 「定款
基 金勘定」に借記 され 「固定資産(フ ォン ド)の磨滅勘定」に貸記 され る。
生産費を計算す る諸勘定への借 記 と 「減価償却基金勘定」へ の貸記は,固 定
フ ォン ドが生産過程 にお いて製造 された生産物へ 自己 の価値 の一部分 を移転 さ
せた こと,そ して同時に磨損 した固定 フ ォン ドの更新 のための再生産基金が創
造 された ことを,し め してい る。「定款基金勘定」へ の借 記 と 「固定資産(フ ォ
ン ド)の磨滅勘定」へ の貸記は,稼 動 した結果 固定 フ ォソ ドの物理的状態が悪
化 した こと,つ ま りその磨滅が増大 し,固 定資産形 態か ら流動資産形態へ と定
款基金 の一部分の転化 と関連 して定款基金 の うち の固定資産 部分がそれに応 じ
て減少 した ことを,し め してい る。す でに触れた よ うに,原 則 として工業企業
は減価償却 を毎月計算 してその額 を生産物 原価に算入す る。 ところが季節生産
(泥炭採掘,製 糖工場等)は一年中活動を しない ので,簿 記報告 書 とバ ランスに関
す る規程に従 って計算 された年度減価償却額は活動期間中に生産費に含め る。
例 えば,も し製糖工場が4ヵ 月間活動す るとす るな らば,計 算 された年度滅価
償却額は4ヵ 月間にわた って均等に生産物原価に算 入され る。
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す でにみた よ うに,あ らゆ る場合において減価償却控除 は更新用 と大修繕用
とがそれぞれ計算 され る。 これ ら二つの資金 はその使途 をそれ ぞれ異にす るの
で,総 減価償却額 とその配分 とを反映す る 「減価償却基 金勘 定」は 「控除に よ
る固定 フ ォン ドの更新用減価償却基金勘定」 と 「控除に よる固定 フォン ドの大
修繕用減価償却基金勘定」 とい う二つ の補助勘定を もつ。 そのほか に,企 業は
上級機 関か らの再分配 としての減価償却基金 の追加資金を獲得す ることもで き
る。また,大 修繕用資金が不足 してい る場合 には,経 済的刺激基金 あるいは特
別使途基金か らの資金の一部分 を大修繕 に対 して流用す ることもで きる。 さら
に,固 定 フ ォン ドの大 修繕用資金 の節約額を固定 フ ォソ ドの更新用減価償却基
金にふ りむ ける ことも許 さ れ て い る。そ こ で,こ れ らの取引を記帳す るため
に,「減価償却基金勘 定」 には,「その他 の収 入 と振替 えに よる固定 フ ォン ドの
更新用 減価償却基金勘定」 と 「そ の他の収 入 と振替 えに よる固定 フ ォン ドの大
修繕用 減価償却基金勘定」 とい う二つの補助勘定 が設定 されてい る。
㈲ 固定 フ ォソ ドの更新 のため の減 価償却控除 の記帳
ラ
磨滅のだめ除却 した固定 フ ォン ドに代 って固定 フォン ドを更新す るために利
用され る減価償却控除 については,そ の一部分 は個 々の企業責任で実施 され る
非中央集中的投 資のための財源 として生産発 展基 金に組入れ られ,残 りの部分
は国家責任 で全社 会的規模 で実施 され る中央 集中的投資 のため の財源 としてス
トロイバソ クに振込 まれ る。
生産発展基 金は,更 新用減価償却控除の一 部分,利 潤か らの控除部分,除 却
資産 と過剰資産 の売上金(除却費を差引いたもの)によって形成 され る。
更新用減価償却控除 の一 部分 の生産発展基金へ の組入れ は,固 定 フ ォソ ド更
新のため の減価償却 計算において,企 業 のために省(官庁)によって認定 された
基準でお こなわれ る。簿記 で は こ の取 引は,「経済的刺激 と特別使途の基金勘
定」(「生産発展基金補助勘定」)の貸方 と 「減価償却基 金勘定」(「控除による固定フ
ォソ ドの更新用減価償却基金補助勘定」)の借方 とに記 帳 され る。
企業は生産発 展基 金を ゴスバ ン クに保 管す る。 この取引は 「決済勘定」 の貸
び
方 と 「投資資金 の銀行勘定 」(「生産発展基金の銀行補助勘定」)の借方 とに記帳 さ
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れ る。
生産発展基金形成後 の更新用減価償 却控除 の残 りの部分は,中 央 集中的減価
償却基金へ振込 まれ る。 この基金の資金は,同 一 の当該企業において,あ るい
は,も し当該企業 に とって生産発展基金以上 の固定 フォン ド拡大計画がない場
合 には別 の経営において,国 家の資本支 出財源 として利用 された り,ま た,中
央 集中的投資計画に従 った新企業 の建設,現 存企業 の再建 と拡大 のために銀行
か ら与 えられた貸付金 を返 済す るのに も利用 さ れ た りす る。 同一 の当該企業
(組織,生産連合)にお いて投資財源 と し て利用 さ れ る減価償却控除は,当 該企
業等 に よって,ソ 連邦 ス トロイバン ク,あ るいは地域にス トロイバン クがない
場 合には ソ連邦 ゴスバ ン クの地方支店に振込 まれ る。
別の経営(例えば,別 の連合,当該省傘下の企業と経済組織,総管理局,管理局,コ
ンビナー ト,トラス ト,勤労者代議員ソビエ ト執行委員会の部課あるいは管理局)に お
い て投資財源 として利用 され る減価償却控除 は,企 業(組織,連 合)に よって上
級機 関の決済勘 定 で計算 され,計 算 された更新用減価償却控除は中央集中的方
法 に よって ソ連邦 ス トロイバン クあ るいは ソ連邦 ゴスバ ンクに振込 まれ る。
/
ソ連邦 ス トロイバソ ク(または ソ連邦 ゴスバソク)に 振込 ま れ る価減償却控除
は,企 業に よって企業 の所在地別 に,あ るいは省 と官庁等に よって中央 集中的
方法 で,毎 月それ ぞれ計算 され る。そのあ と,先 月の決算資料 に もとつ いて減
価償 却の実際額 が再計算 され る。
投 資財源 と し て利用 され る減価償却控除 の所管変更 と別 の経営 へ の再配分
は,省,官 庁お よびその他の上級機 関,勤 労者代議員 ソビエ ト執行委員会 の部
課あ るいは管理局,ソ 連邦 ス トロイバ ンク,ソ 連邦 ゴスバン クの管理 の もとで
お こなわれ る。
もし企業が ソ連 邦ス トロイバン クあるいは ソ連邦 ゴスバン クへ減価償却控除
を適時 に振込 ま な か った場合 には,「建 設融 資規程」に従 って企業か ら取立て
られ る。企業が実 際額 よ りも過剰に減価償 却控除 を銀行へ振 込んだ場合 には,
減価償却 の定期 の納入に さいして年度 内で調整 され る。
投資財源 に利用 され る部分の減価償却の取引は次の よ うな記帳 とな る。 ス ト
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ロイバン ク(または ゴスバソク)へ減価償却資金を振込 んだ場合には,次 の仕訳 と
なる。
借 方
「減価償却基金勘定」(「控除による固定フォン ドの更新用減価償却基金補助
勘定」)
貸方
「決済勘定」
もし上 級機 関に よって中央集中的に減価償却控除の決済がお こなわれ る場合
には,企 業は この決済についての責任義務を次 の仕訳 に よって しめす。
借方
「減価償却基金勘定」(「控除による固定フォン ドの更新用減価償却基金補助
勘定)」
貸方
「経常業務に関す る官庁内部決済勘定」
}
企業が減価償却基金の資金を自己の決済勘定から上級機関の決済勘定へ直接
振込む場合には,次の仕訳となる。
借方
「経常業務に関する官庁内部決済勘定」
貸方
「決済勘定」
㈲ 固定フォンドの大修繕のための減価償却控除の記帳
固定フォンドを大修繕するために利用される減価償却控除については,その
一部分は中央集中的に管理されて大修繕用資金が不足している諸企業と諸組織
の問に一定の方法で再配分されるが,その大部分は当該の企業,組織および生
産連合の管轄下におかれて固定フォン ドの大修繕という使途のために直接利用
される。
大修繕用減価償却控除は,企業,組織および生産連合の決済(経常)勘定が開
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設されている所在地のソ連邦ゴスバンクあるいはソ連邦ス トロイバンクに積立
てられる。そして銀行には大修繕の特別勘定が設置される。
大修繕の特別勘定は,年度減価償却額 とその他の大修繕用資金が1万5,000
ルーブル以上一 住宅経営 については1,000ルーブル以上一 であるホズラス
チ ョー ト制の企業,組織および生産連合に対して設置される。
大修繕の特別勘定には大修繕用減価償却控除以外の大修繕の財源として利用
されるその他の資金も記帳される。特別勘定を設置していない企業,組織およ
び生産連合では,大修繕用減価償却控除の支出は上級機関の管轄下にあるそれ
らの決済勘定からなされる。
銀行に大修繕の特別勘定をもっている企業が,大修繕用減価償却控除を特別
勘定へ積立てる場合,決済勘定から大修繕の特別勘定への振替えがおこなわれ
る。その仕訳は次のようになる。
借方
「銀行のその他の勘定」(「大修繕の特別勘定補助勘定」)
貸方
「決済勘定」
大修繕用資金が不足している他企業(組織)を援助するために上級機関に予備
基金がつくられる。この予備基金へ企業は大修繕用減価償却控除の一部分を拠
出する。その仕訳は次のようになる。
借方
「減価償却基金勘定」(「控除による固定フォソドの大修繕用減価償却基金補
助勘定」)
貸方
「経常業務に関する官庁内部決済勘定」
借方
「経常業務に関する官庁内部決済勘定」
貸方
「決済勘定」あるいは 「銀行のその他の勘定」(「大
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修繕の特別勘定補助勘定」)
㈲ 固定 フ ォン ドの磨滅 の計算
1975年1月1日以前においては,固 定 フ ォン ドの磨 滅は更新用 と大修繕用 と
にそれぞれ計算 された減価償却控除額 に等しい額 で算定 さ れ て い た。 この場
合,大 修繕を うけ る固定 フ ォン ドの磨滅は減少す ると考 えて,実 施 された大修
繕の費用額 だけ固定 フ ォン ドの磨滅額 を減 少 させ ていた。 ところが,企 業が,
大修繕用減価 償却 基金の 自己資金 のほかに,社 会 ・文化政策 と住宅建設基金 の
自己資金や上 級機 関か らの援助に よってえた資金 に よって,固 定 フォソ ドの大
修繕を実施す るよ うにな ると,大 修繕 の実施に よる磨滅額の減 少 と減価償却計
算に さいして算 出された磨 滅額 とは一致 しな くな る。 さらに,企 業が,大 修繕
を実施す る ことは経 済的に無益 である と判断 した ときには,大 修繕用減価償却
控除で もって設備 を購入す る こともあ り,こ の場合は,大 修繕部分におけ る固
定フ ォン ドの磨滅 とは直接関係がな い として も,計 算上の不一致は発生す る。
要す るに,更 新用 と大修繕用 とにそれ ぞれ計算 された減価償却控除額 に等 しい
額で算定 されていた従来 の方 法に よる固定 ブ ォン ドの磨滅額は,将 来の大修繕
費用 とな る減価償 却額 だけ固定 フ ォソ ドの実際陳腐化額 を うわ まわ ることにな
る。 そ こで,1975年1月1日か らは,会 計 と報告書 にお いては固定 フ ォン ドの
更新用減価償 却控除額 のみで固定 フ ォン ドの磨滅額を決定す るとい う簡単な方
法に変更にな った。 この方法 は現行 の 「国民経済におけ る減価償却控除の計画
化,算 定 お よび利用 の方法に関す る規程」 で規定 された。 もっとも,こ れ とは
関係な く減価償却控除は更新 用 と大修繕用 とについてそれぞれお こなわれ るこ
とはい うまで もない。
固定 フ ォン ドの磨 滅額 は,固 定 フ ォン ドの グループ別に分析計算に よって計
算され る。例 えば,工 業生産 用固定 フ ォン ド(伝達装置,機械と設備,運送手段,器
具,事務用備品およびその他の種類の固定フォン ド)の磨滅,他 部門 の 生産的固定
フォン ドの磨滅,住 宅を除 いた非生産的固定 フォン ド磨 滅 として計算され る。
このよ うな計算方 法に よって 「固定 資産(フ ォソ ド),と減価償却基金の在高 と動
態に関す る報告書」(年度報告書形式No.11)への記入に必要な これ ら グループ
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別 の固定 フォン ドの残存価額につい ての資料 をえ ることがで きる。 しか し,企
業は,経 営全体 としての固定 フ ォン ドについてだけでな く,個 々の客体 につい
ての磨滅額を も知 る必要 がある。客体を譲渡,販 売,廃 棄す るさいに,個 々の
客体の磨滅額 を算定す るには,取 得価額(バランス価額あるいは再調達価額),稼動
期間,現 行の更新用償却率に関 しての棚卸 カー ド(帳簿)に記載 されてい る資料
を利用す る。 この資料に もとつ いて,譲 渡,販 売,廃 棄 の時点におけ る個 々の
客体 の磨滅額 を比較的正確 に決定す ることがで きる。 その算定は次の公式 でお
こなわれ る。
磨滅額一nc×鑑HB
nc……客体の取得価額
Bg……客体の稼動期間
HB……更新用償却率
固定ラォンドの統一再評価にさいしても固定フ ォン ドの磨滅額が決定され
る。そこで1972年1月1日に再評価を うけた客体については,再評価時点で
決定されて棚卸カード(帳簿)に記載されている磨滅額が次回の再評価時点まで
磨滅額の計算にさいして基礎資料として採用される。1972年1月1日以降の客
体の除却時点においては上記の公式によって磨滅額が決定される。
このようにして,再評価にさいして決定された磨滅額と再評価後から客体の
譲渡,廃 棄の時点までの計算された磨滅額とを合計すれば,企業に発生した全
期間中の磨滅額がえられる。
もしも廃棄あるいは譲渡した客体で更新用部分の磨滅額が取得価額を超過す
るならば,「固定フォン ドの簿記に関する規程」に従って,磨滅額は客体の取
得価額に等しい額で決定される。もちろん,この基準は例外的なものである。
なぜならば,客体の磨滅額がその取得価額より大きくなることはきわめて稀で
あるからである。しかも,このことは企業全体としての磨滅の平均額を算定す
るさいにもさほど重要ではないのである。
減価償却控除と固定フォンドの磨滅の算定取引の会計処理については資料⑦
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資料⑦
関 連 勘 定 取引記録取
引番
号
経 済 取 引 の 内 容 金 額
証 遇 書
(文書) 借方 貸方 ll鐸
減価償却計算:
A基 本生産と補助生産で利用
されている生産的設備と運
送手段
8,304調査書No.6・∬
(番号26の2+2a)
24 86/1-210 12
13
B基 本生産と補助生産で利用
されている建物,構築物,
および備品
11,367調査書Nα6の 正
(番号29の3a+
4a十5a十6a)
25 86/1-210 12
全工場にとって必要なもの 3,389調 査 書No.6の1
(29,8a)
26 86/1-210 15
C自 動車 1・ ・1調鶴M・123 』 ヨ ・・112
倉庫にある設備の減価償却計算(更
新用のみ):
A聯 易用
365 調査書No.6の
1-A
24 86/1 10 12
14
-
15
・ 工蝶 靭135 26186/・ 1・・1・5
上貸の固定資産の減価償却計算
(更新用と大修繕用) 190
調査書No.6の
¶-A 99 86/1-210/1
一
16 住宅の減価償却計算(大修繕用) 200調査書No.6の1-A 29 86/2 10/113
17更新用の磨滅の計算14,9458502 1調鵠M・ の∋ 1・3一1
18 大修繕融資の減価償却控除積立金よりの上級機関からの資金の受入 3,000銀行からの抜葦書 51 86/4 10/1 2
19 更新用減価償却基金の増大による固定資産の大修繕節約額の計算 4,000決済書 86/486/3 10/1一
20
住宅と文化生活用客体の大修繕融
資の社会文化施策 ・住宅建設基金
の計算
2,000証明書 87 86/4 10/1一
21
他企業の援助用積立金をつくるた
めの上級機関への減価償却控除の
引渡し(大修繕控除総額の10%まで)
520決済通知書 86/2 78 8 一
22
兀
更新用減価償却控除額を基本投資融資
フロムバンクへ引渡す 8ρ00銀行からの抜華書 86/1 51 2 一
曄 料の受入 …ll銀 行からの抜轄 ・・lggl・51・
4
ド0り一
白
更新用減価償却控除を生産発展基
金へ組入れる 5,000決済書 86/1 87 12 一
4讐曇罐籍灘麟よ誘取 2,500銀行からの抜草書
↓
86/2 60 6 一
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借方
勘定No.86
減価償却基金 貸方
19)
21)
22)
24)
25)
4,000
520
8,000
5,000
2.500
残高
13)8,304
13B,15),16)15,146
13C)
14),14B)
18)
19)
20)
80
400
3,000
4,000
2,000
補助勘定No.86-1
控除による固定フォンドの
借方 更新用減価償却基金 貸方
22)
24)
8,000
5,000
補助勘定No.86-2
控除による固定ブォン ドの
借方 大修繕用減価償却基金 貸方
残高
13A)3,412
13B),15)10,931
13C)52
!4A,14B)400
21)
25)
520
2,500
残高
13A)4,892
13B),i5),16)4,215
13C28
補助勘定No.86-3
その他の収入と振替えによる固定フ
借方 オン ドの更新用減価償却基金 貸方
補助勘定No.86-4
その他の収入と振替えによる固定フ
借方 オン ドの大修繕用減価償却基金 貸方
残高
19) 4,000 19) 4,000
残高
18)
20)
3,000
2,000
勘定No.02
借方 固定資産 くフォン ド)の磨滅 貸方
残高
17) 14,945
を 参照5)。
{1)X.A.Pa6uHoBHg,yqeTocHoBHb!xΦoHAoB.1975,cTp.19-35.
{2)この現行規程は,1974年3月15日に,ソ 連邦 ゴスプラン,ソ 連邦国家建設委員会,ソ 連邦財
務省,ソ 連邦 ゴスバンク,ソ 連邦ス トロイパソク,ソ 連邦中央統計局に よって認可 され,1975年
1月1Bか ら適用されることになった。
{3)なお,固 定 フォン ド会計が機械化されていない場合1こは,滅 価償却控除額の計算のために,ジ
ャーナル ・オーダー簿記形態No.6の一覧表が作成 され る。一覧表は固定 フォン ドの種類別と稼
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動 別(職 場 別,経 営 別 等)に 作 成 され る。
(4}M.A.BofipcKWt,只.JLBa逝cΦe冗bπ,ByxraJITepcKH口yueTBnpoMb!皿neHHocTH.1975,cTp.
33-34.
《5)H.A.BoHpcKHfi,51.JLBancΦeabA,TaM)ke,cTp.35.
〔W〕 固定フォン ドの修繕と近代化
固定 フ ォン ドに対す る修繕 と近代 化の計算は ソ ビエ ト会計実務 では どの よ う
に処理 されてい るか。以下 この点 につ いて考察 しよ うω。
ω 固定 フ ォン ドの修繕
固定 フ ォン ドを中断 な く活動 させ るためには,固 定 フ ォン ドに対す る注意深
い保全 とその現状 に対す る不断 の観察を必要 とす る。 このため,修 繕の性 格 と
修繕実施 の定期性 を規定 した 「計 画予定修繕に関す る規程」があ る。修繕はそ
の性格 と規模に よって 「大修 繕」《KamuTanbHbltipeMoHT》と 「経常修繕」《Te'
KYUIHtipeMOHT》とに区別 され る。 この分類 の基礎iは修 繕活動の定期性 とそ の
財源 とを基準に してい る。定期性 は修 繕の定期性つ ま り二 つの大修繕 間の客体
の稼動期間 に よって決定 され る。大修繕あ るいは経常修繕 に関す る活動 内容は
部門の特徴 に応 じて省 と官庁 に よって規定 されてい る。
機械,設 備お よび運送手段の大修繕は1年 以上の間隔を もった修 繕 とされて
アグ レガ　 ト
いる。原則としてこの修繕の過程において,客体一 式の完全な分解,磨損し
たすべての部品と組部品の取替え,部品と組部品の修繕,客体一式の組立,調
整および実験がおこなわれる。もとよりこれらの活動は修繕をうける客体の技
術的指標の改善とその近代化の可能性を十分考慮しつつ実施される。
建物と構築物の大修繕では,磨損した構造物と部分品の取替え,あ るいは,
客体の利用をより改善させるためにより耐久的でしかも経済的な構造物と部分
品への取替えがおこなわれる。さらにこの場合,当該客体の耐用年数を最大限
にするような基本構造の完全な取替えも実施される。例えば,建物と構築物の
土台,建物の壁,地下パイプ,橋支柱等の石造化とコンクリート化が実施され
る。大修繕用に予定された資金でもって,建物あるいは構築物の技術的使途あ
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るいはサ ー ビス的使途 を変更 させた り,稼 動率の向上に関係す るよ うな作業を
してはな らない。
㈲ 固定 フ ォン ドの修繕 の記帳
固定 フ ォン ドの修繕会計 は,修 繕活動を文書に よって正確 に確 認し,遂 行 さ
れ る活動 の規模 とその費用 を明確 にし,修 繕 の実施のために支出 され る資金の
使途別利用を有効に統 制で きるよ うに組織 され る。 さらに修繕 会計は修繕の実
際費用額 と規程で決定 されてい る修繕 の見積 り費用額 との差額 が明らかにで き
るように組織 され ることも必要 である。
修繕 の種類別に会計は組織 され る。 ところで,大 修繕 には企業 自身で大修繕
を実施す る 「経済的方法」《xo3fiVacTBeHHblthcHoco6》と企業 自身が実施 しない
で請負者に よっ、て大修繕を実施す る 「請 負的法」《nOAP砿Hb甫cnoco6》とがあ
る。 よって大修繕会計 もこの二つ の方法 に従 ってそれぞれ組織 され る。請負的
方 法の もとでは,、大修繕 は企業 と請 負者 であ る修繕=建 設組織 あるいは修繕工
場 との契約 に もとついて実行 され る。企業は契約 した修繕活動価額に対 す る一
定率の金額 を前払金 として請負者に支払 う。 修繕活動の進捗度 に応 じて請負者
は注文老 であ る企業に支 払代金を請求す る。 こ うして請 負的方法 のもとでは,
大修繕 会計は注文者であ る企業 と大修繕を実施 す る請負者 どしての修繕 ・=建設
組織 あるい は修繕工場 との問の経済取引を反映 す ることにな る。
大修繕 が完 了した客体 を受入れ る ときには 所定 の証 書(形式No.OC-3)によ
って確認す る。証書は二部作成 され,注 文者 と請負者 とに そ れ ぞれ 引渡 され
る。
企業が請 負者に前払 金を支払 った場合,簿 記 上次の仕訳 とな る。
借方
.「前払 金 と分割払いの決済勘定」(「前払金と分割払いによる納入者と請負
者との決済補助勘定」)
貸方
「決済勘定」
もし企業が大修繕 の特別勘定を銀行 に開設 してい るな らば,こ の取引は 「銀
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行のその他の勘定」(「大修繕の特別勘定補助勘定」)の貸方に記帳される。簿記勘
定計画には企業の大修繕の全費用額をしめす大修繕特定総合勘定がある。この
ため,注文者が確認した請負者の支払請求と提示された支払額は一 契約条件
に応じた分割支払額についてもまた全体支払額についても一 次のような仕訳
となる。
借方
「大修繕勘定」
貸方
「納入者と請負者との決済勘定」
企業が契約した修繕活動価額に対する一定率の金額で支払った前払金は決済
にさいして控除される。この取引は次の仕訳となる。
借方
「納入者と請負者との決済勘定」
貸方 ・
「前払金と分割払いの決済勘定」(「前払金と分割払
いによる納入者と請負老との決済補助勘定」)
実施された修繕活動に対する支払いが請負者になされたというゴスバンクか
らの書類(抜牽書)を受取ったとき,次の仕訳となる。
借方
「納入者と請負者との決済勘定」
貸方
「決済勘定」あるいは 「ゴスバンクのその他の勘
定」(「大修繕の特別勘定補助勘定」)
企業自身で大修繕を実施する経済的方法のもとでは,大修繕会計は生産物の
生産費計算と類似した方法で組織される。
まず修繕活動を開始する前に,客体の検査によって欠陥をしめした報告書が
織 される・修験 施のための主要指図書となるこP継 書には・どのような
修繕活動をするか,修繕活動の時期はいつか,どのような部品を取替えるか,
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が しめ され る。 さらに,修 繕の見積 り価額,修 繕 の開始時期 と終了時期 も検討
され る。 、
この場合の修繕会計は個 々の生産形態別に規定 されてい るノルマ会計形態を
採用す る ことが推薦 されている。
当該企業 にあ る自己 の機械修繕職 場お よび建物修繕職 場において実施 され る
固定 フ ォン ドの大修繕の全費用は,「補助生産勘定」 の借方 と 「原料 と材料勘
定」,「予備部品勘定」,「労働者 と勤務 員 との決済勘定」,「全職 場(全生産)費勘
定」,「全工場(全経営)費勘定」 等 の貸方 とにそれ ぞれ記帳 され る。 修繕活動が
基 本生産職場の修繕班に よって実施 され る場合には,大 修繕 の全費用は 「基本
生産勘定」に集申 され る。
費用 の内訳を明細に計算す る大修繕 の分析計算は,規 定の原価計算項 目で修
繕 活動の全費用を記入す る帳簿(ヵ一 ド)によってお こなわれ る。
客体の大修繕が終 了し,「受領 ・譲 渡証書」(形式No.OC-3)を受取 ったのち
には,「補助生産勘定」に借記 された修繕費は 「大修繕勘定」に振替え られ る。
その さい,ソ 連邦中央統計局の指令に従 って,企 業 の運送手段 また設備 の部分
的再生に役立 った大修繕 と近代化 の部分は,総 商品生産物 としてその組成に含
め られ る。 この こ と と関連 して,運 送手段 と設備 の大修繕実際額 は,「実現勘
定」を通 して 「補助生産勘定」か ら 「大修繕勘定」へ振替え られ る。 この取 引
は簿記上次 の仕訳 とな る。
1借 方
「実現勘定」(「完成生産物と工業的性質活動の実現補助勘定」)
貸方
「補 助生産勘定」'
2借 方
「大修繕勘定」
貸方
「実現勘定」(「完成生産物と工業的性質活動の実現補
助勘定」)
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工業企業においては,運 送 手段 と設備以外 の固定 ブ ォン ドの修繕費は,「補
助生産勘定」抜 きで,「大修繕勘定」に直接記入す ることも許 され ている。
ところで,設 備 と車輔 の大修繕用減価償却控除率には,大 修繕 と同時 に実施
され る これ ら固定 フ ォン ドの 「近代 化」 《MOAePHn3auvafi》の費用 も考慮 されて
いる。 このため,大 修繕用 資金に よって近代化 も実施 され る ことにな る。近代
化の費用 は大修繕費用 と密接 な関連 があ るので両者を切 り離 して考慮す るこ と
はできない。 この場合,原 則 として,減 価償却控除に よった固定 フォン ドの近
代化の費用 は,大 修繕 の費用 と同様 に,客 体 の取得価額 を増加 させ ない と考え
る。
しか しながら,固 定 フォソ ドの近代化は,今 日までに達成 された 科学技 術を
利用 して実施 され,固 定 フォン ドの技術 ・稼動 内容を向上 させ ることを 目的 と
してい る。そ こで,す べて の場合において,近 代化 された客体 につ いては,技
術文書(パ スポー ト),棚卸 カー ドに固定 フォン ドの内容改善に関連 した変更が
記入 され る。そ して,大 修繕用資金に よって実施 され た近代化が客体の取得価
額の増大 と結 びつ くか ど うかは,ソ 連 邦 ゴス プランとソ連邦財務省 の同意をえ
て省 と官庁に よって判定 され る。大修繕用 資金の外 に,ゴ スバ ン クの貸付金,
生産発展基金に よって固定 フ ォン ドを近代 化 した場合 には,そ の費用は近代化
された客体 の取得価額を増 大 させ る。
企業,職 場あ るいは個 々の客体 を再建す るさいに実施 され る設備の近代化の
費用,ま た,固 定 フ ォン ドの再建 の費用 の財源 は,投 資資金に よって賄なわれ
る。
賃貸借中の固定 フ ォン ドの大修繕 は,賃 貸借契約の条件に従 って,賃 貸企業
あるいは賃借企業 のいずれか の資金 で実施 され る。賃貸企業が 自己 の資金で も
って賃貸借 中の固定 フ ォン ドの大修繕を実施す る場合には,こ の大修繕費は 自
己のその他の固定 フ〔ン ドの大修繕 の場合 と同様 に処理 され る。賃貸借中の固
定 フォン ドを賃借企業 の資金 で もって大修繕を実施す る場合には,賃 貸借契約
で規定 された固定 フ ォン ドの大修繕 の見積 り価額に もとつ く一定 の等価額を,
生産費あ るいは流通費に含め て,大 修繕の積立金を形成 し,こ の積立金 の範囲
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内で賃借 企業は大 修繕 を実施す る。
大修繕 の経済的方法 の もとでは,も し企業 が銀行に 「大修繕 の特別勘定」を
開設 してい るな らば,実 施 をみた大修繕の費用は この勘定か らゴスバン クにあ
る企業の 「決済勘定 」へ資金 を振替 えることに よって補償 され る。 この取 引は
次 のよ うな仕訳 とな る。
借方
「決済勘定」
貸方
「銀行 のそ の他の勘定」(「大修繕の特別勘定補
助勘定」)
個 々の棚 卸客体 の大修繕 が完了す ると,修 繕 の方法 に関係 な く,つ ま り請 負
的方法 におい て も,ま た,経 済的方法において も,費 用は大修繕 のための財源
として予定 され ていた減価償却基金を減 少させ る。 この取引は次の ような仕訳
とな る。
借方
「減価償却基金 勘定」(「控除による固定フォン ドの大修繕用減価償却基金補
助勘定」あるいは 「その他の収入と振替えによる固定フォン ドの大修繕用減価
償却基金補助勘定」)
貸方
「大修繕勘定」
す でにみた よ うに,1975年1月1日以降か ら固定 フ ォン ドの磨滅 の計算は新
しい方法に移行 した。'このため修繕 に ともなった客体の磨 滅の減 少は考慮 しな
くなった。従 って,「固定資産(フォン ド)の磨滅勘定」へ の借記 と 「定款基金勘
定 」へ の貸記 とは なされ ない ことにな った。
大修繕 とは異な って,経 常修繕 の費用は企業 の運営活動資金に よって実施 さ
れて製造 された生産物 の原価 に算 入され る。
経常 修繕は1年 以内で実施 され る固定 フォン ドの修繕 であ り,磨 損 した個 々
の部晶を取替 えた り,整 備 した りし,さ らに客体が活動条件に一致 してい るか
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どうかを調査し,個々の組部品を個別に点検したりする。
経常修繕の費用は生産へのサービスと管理のための費用の一つとして認識さ
れている。もし企業において,固定フォンドの経常修繕が専門の機械修繕職場
で実施されるならば,材料費,部品費,修繕労働者の賃金と社会保険控除費等
のすべての費用は,「補助生産勘定」の借方に記帳される。 ついで,こ の勘定
から経常修繕の実際費用額を,修繕をうけた客体が所属する職場あるいは企業
のその他の部門の勘定へ振替える。この場合の取引は次の仕訳となる。
借方
「基本生産勘定」
「全工場費勘定」
貸方
「補助生産勘定」(機械修繕職場)
この記帳は,修繕をうけた客体の棚卸番号,費用額,修繕実施の基礎となる
指図内容およびその他の指標を明記した第⊥次的証愚書にもとついておこなわ
れる。
設備,運送手段およびその他の固定フォン ドの個々の種類の客体についての
経常修繕には臨時の多額の費用が必要となる場合がある。このため,この費用
を前もって見積り,生産へのサービスと管理のための費用に算入して,経常修
繕の費用を積立てる。この場合の取引は次の仕訳となる。
借方
「基本生産勘定」
「全職場費勘定」
「全工場費勘定」
貸方
「当面の費用と支払いの積立金勘定」
経常修繕が機械修繕職場で実施された場合,「補助生産勘定」の貸方から「当
面の費用と支払いの積立金勘定」の借方へ転記がなされる。
もし修繕終了日に費用が見積られた積立金よ りも超過したならば,差額は
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資料⑧
(208)
関連勘定 取引記録
取引
番号
経 済 取 引 の 内 容 金 額
証 愚 書
(文 書) 借方 貸方
ジ ャ ー
ナ ル ・
ナ ー ダ
ー 号
一覧
表番
号
1 2 3 4 5 6 7 8
請負的方法で実施される大修繕
モーターに対して実施された大修繕
26 の実際原価を 「再技術」工場勘定で 勘定N《L391
処理する 375 証書Nα108 03 60 6
経済的方法で実施される大修繕
修繕職場で実施された機械と建物の
大修繕費:
材 料 ト 342 請求書N〔溜15 23 05 10/112
27 部 品 165 請求書Nぴ281 23 08 10/112
労働者の賃金 90 指図書Nα366 23 70 10/112
社会保険控除
労働者の休暇費用積立金
7
6 }賠書
23
23
69
89
10/1
10/1
12
12
設備の維持 ・稼動費 70 23 24 10/112
全職場費 40 簿記記帳 23 25 10/112
全工場費 20 23 26 10/112
経済的方法で実施された機械の大修28
340繕の実際原価の記帳 証書No.97 462310/116
大修繕勘定への大修繕の実際原価の
29 記帳 340 証書No.97 03461116
経済的方法で実施された建物の大修
30繕 の実際原価の記帳400 証書No.99 032310/1
一 「
31
経済的方法で実施
記帳
32
請負的方法で実施
記帳
33
実施された大修繕
技術」工場への賃
業務のためのr再
740簿 記記帳
375
375
86-20310/1
簿記記帳86-20310/1
銀行からの抜 、
轄60512;6
「次期の費用勘定」へ記帳され て,次 期の生産費に算入されることによって補
償される。逆に,実際に発生した費用が生産物原価への算入基準よりも少額で
あった場合には,過剰部分の金額は修正される。従って,年度決算日には 「当
面の費用と支払いの積立金勘定」の残高は存在しないことになる。
(209)
勘定No.23
借 勘定No.05貸 借 補助生産 貸
下 ㊨　・
借 勘定No.08貸
pa「 一⑳一・65
借 勘定No.70貸
90-一 ㊨ →90
借 勘定No.69貸
7-一 ⑰ →7
借 勘定No.89貸
6一 ⑳→6
借 勘定No.24貸
70一 ⑳→70
借 勘定No.25貸
40一 ⑳→40
借 勘定No.26貸
20一 ⑳→20
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勘定No.03勘 定No.86
借 大修繕 貸 借 減価償却基金 貸
375一⑳
→375
400-一 ⑳一 一→400
740一⑳→740
375一㊨→375
注)勘 定No・05は 「原料 と材料 勘定↓ 勘定Nぴ08は 「予 備部品 勘定」,勘定No・24は 「設 備維持稼 動費勘定 」,
勘定N・ ・25は 「全職場費 勘定」,勘定N・ ・26はr全工場 費勘定」,勘定N。.46}ま「実現 勘定」,勘定N。.51
は 「決済 勘 定」,勘定No.60は 「納入者 と請 負者 との決 済勘定 」,勘定No ・69は「社 会保険 決済勘定 」,勘定
No・70は「労働 者 と勤務 員 との決済 勘定 」,勘定N().89は「当面 の費用 と支 払いの積 立金勘定 」である(森)。
固定 フォン ドの大修繕の会計 処理については資料⑧を参照(2)。
(1)XIA.Pa6HHoBHy.yqeTocHoBHbixΦollGoB.1975,cTp.36-44.
(2)H・A・B・ ・P・⇒ 肌B・rt・ φ・n・A,ByxranT・p・K・IAygeTB・P・Mbimn・HH・・Tll.1975,cTp.
36.,
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〔皿 〕 固 定 フ ォ ン ドの 移 転,除 却 お よ び 廃 棄
企 業が活動してい る うちに,会 計上 考慮 しな ければ な らない固定 フ ォン ドの
組成上 に諸変更がお きる。 これ らの変更 として,企 業 内部 での個 々の客体 の移
転,他 企業(組織)への固定 フォン ドの無償譲渡 または有償販売,考 朽 と磨 滅の
た めの固定 フォソ ドの廃棄が あ る。 こ うした固定 フ ォン ドの 「移転 」《nepeMe・
tueHHe》,「除却」《Bbl651TKe》お よび 「廃 棄」《nHKBuaaUuH>>は,ソビェ ト会ロト
実務 では どのよ うに処理 されてい るか。以下 この点 について考察 しよ う{1)。
企業内部での機械,設 備等 の移転 は生産上 の必要性 か ら生ず る移転 であ る。
この移転費用は生産物 の生産費で賄なわれ る。 もし客体 の移転に さい して,土
台 とか客体 の一部分 とか が部分的に分解 された り,あ るいは全客体 が解体 され
た りす る と,そ れは客体 の再装備 とみ なし,移 転後には,「客体 稼動上 での受
領 と廃棄の証書」 で確認 され る。 そして この場合,分 解 あ るいは解体 に要 した
費用は,投 資財源 で賄なわれ,客 体 の取得価額 を引上 げ る。
企業内部 での 固定 フ ォン ドの 移 転 は,「固定 資産 の内部移転送状」《HaKn-
aAHafiHaBHyTPeHHeenePeMe叫eHHeocHoBHblxcPeAcTB》(形式No.OC-2)で確
認 され る。資料 ⑨を参照12[。送状 は二部作成 され る。 一 部は企業 の会計課に引
渡 され て,棚 卸 カー ド(帳簿)に記入 され,新 しい存在場所 の カー ドの分 析計算
カー ド箱 に移され る。残 りの一部は企業 の会計課 あるいは職場 の受 領者がそれ
に もとつい て新 しい存 在場所 での客体 の棚卸表 に記入す るために利用 され る。
なお,同 じような手続は予備 として もっていた固定 フ ォン ドを稼動 させ るため
に移転す るときに もお こなおれ る。
グルー プ会計 として棚卸 カー ドで記入 されて把握 さ れ る固定 フ ォン ド(事務
用備品と器具)炉 企業内部 で移転 す る場合には,会 計課は この点 を こ の カ ー ド
と棚卸 カー ド目録に記入す る。つ いで,客 体 の移転 に ともな って,客 体 の新し
い存在場所の カー ドを開設 し,旧 カー ドを取除 き,こ の ことを棚卸 目録 に記入
す る。
原則 として,企 業 の一部門か ら他部門へ 固定 フ ォン ドが移 転す る ときには,
〈211)
資料⑨の1
ソビエ トにおける固定資産の会計処理と手続'(1)79
「圧縮機」工場
企業,組織
官庁問模範形式No.OC-2
固定資産の内部移転送状No.124
197×年12月10日
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
借方
総合勘定
補助勘定
?
?
?
8霧算
3
5120
貸方
総合勘定
補助勘定
?
?
?
分析計算
の番号
5
5120
金 額
?
??」?
棚 卸
番 号
7
5120
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
8
24001
減価償
却控除
率番号
9
50508
減価償却控除率
更新用
10
1.0416
大修繕用
計 一
11
0.3416
01512・L2,120512124001505081・e416,0・3416
設備の種類
と番号
生産年度
(建設年度)
稼 動 日
(年,月)
フオンド使用料
支払開始日
・・5・96・ 年1・96・年 ・∋ ・969年・明
{
資料⑨の2
形式No.OC-2の裏面
客体の名称:一
引 渡 係:第1職 場長 ベー ・イー ・バラノフ
引 受 係:第3職 場長 エン ・アー ・ゴロッエソ
客体の主要な技術的特徴:欠陥のない電気モーター付の運搬車
引渡係 ・哀 引受係
ハフノフ ゴロツエン
会計カー ド(帳簿)に移転を記入する
197×年12月11日 会計課 アロフスカヤ
カー ド箱 に あ る棚卸 カ ー ドあ るい は棚 卸 帳 簿へ 移 転 事実 を 記 入 して分 析 計 算 の
対象 とな る。
企 業 内部 で の固 定 フ ォン ドの 移転 手続 につ い ては 資料 ⑩ を 参照3)。
自己 の企 業 の固 定 フ ォン ドの組 成 として あ る設 備,運 送 手 段 お よび そ の 他 の
資齪,他 の醐 蝶 あるいは繊 に,・ランスから.・ランスへ顯 で離 さぜ
80明 大 商 学 論 叢
資料⑩
(212)
執 行 者番
号
業 務 内 容 職場,倉庫
の引渡人 会 計 課
職場,倉庫
の引受人
1 送状を作成する ●
2 客体の引渡しを固定資産の棚卸表へ記入する ●
3
固定資産の移転を棚卸カー ドへ記入する,棚
卸カー ドを固定資産分析計算カー ド箱へ移動
させる 、
◎
4 客体の移転を固定資産の棚卸表へ記入する ●
ることがで きる。現行規程 に よると,こ の譲渡は ソ連邦 の省 と官庁 の許可 を必
要 とす る。
この無償譲渡は,固 定 フ ォン ドの取 得価額(バ ランス価額)で お こなわれ,も
し譲渡 され る客体がすでに稼動 され ていたな らば,そ の磨滅額 を取得価額か ら
差 引いた額 でお こなわれ る。
設備の譲渡 に ともな う荷造 り,運 搬,積 荷 と荷卸の全 費用 は,設 備を受 領し
た企業の側 で支払い,生 産費 あるいは流通費に算入され る。薪 しい場所での設
備の組立費用 は,受 領した企業 の投資財源に よって賄 なわれ,客 体 の取得価額
に算入 され る。譲渡す る企業 の 側で実施 された譲渡設備の分解費用は,受 領す
る企業 で補償せず,譲 渡す る企業 はその費用額 だけ定款基金を減少 させる。
あ る企業 か ら他企業へ固定 フ ォソ ドを無償で譲 渡す る場合に は す で に み た
「固定資産受領 ・譲渡証書」(形式N・.OC-1)で確 認され る。資料 ①を参照。 こ
の証書に もとついて,企 業の会計課は客体を譲渡 した ことを棚卸 カー ド(帳簿)
に記入す る。棚卸 カー ド表(棚卸帳簿)に も客体 の存在場所別 の棚卸表に も客体
の譲渡 が記 入 され る。
無償 で譲渡 した固定 フォン ドの価額 は簿記上次 の仕訳 とな る。
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1借 方
「定款基金勘定」
貸方
「固定資産(フ ォン ド)勘定」
2借 方
「固定資産(フ ォン ド)の磨 滅勘 定」
貸方
「定款基金勘定」
無償 で譲渡 した固定 フ ォン ドの価額は,「受領 ・譲渡証書」に もとつ いて,ま
た受領 した企業から客体 を借記 した ことの文書通告を受取 った ときに,バ ラン
スか ら消却 され る。
ところで,1965年以降の 「経済改革」に よって,今 日,固 定 フォソ ドの組成
となってい る設備,運 送手段,装 置,備 品で,企 業 に とって過剰で しか も利用
されていない ものは,販 売す るこ とがで きるよ(うにな った。
企業が利用 していない過 剰な設 備を他企業 へ有償販売す る とき,設 備は,磨
滅額(更 新用減価償却控除部分 のみで 算定された磨滅額)を 差 引いて,現 行 の 「定
価表」《「lpetiCKypaHT》の価格 で評価 され る。 この場合,販 売す る設備が陳腐化
していたならぽ,こ の現 行価格か ら25%ま で割引 くこともできる。
設備を販売す る企業は、,販売す る設備 の取得価額(組立費,取付費等を含む),
分解費,運 搬費,積 荷費,販 売 までの保管 費の合 計額を 「定款基金勘定」へ借
記す る。更新用部分の磨滅額 は 「固定資産(フ ォン ド)の磨滅勘定」 の借方か ら
「定款基金勘定」 の貸方に振替え られ る。 これ ら の取引は次の ような仕訳 とな
る。
1借 方
「定款基金勘定」(固定フォン ドの部分)
貸方
「固定資産(フ ォン ド)勘定」
戊
2借 方
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「固定資産(フォン ド)の磨滅」勘定
貸方
「定 款基金勘定」(固定フォソ ドの部分〉
(214)
分解,解 体,運 搬 お よび そ の他の作業に関連 した費用 は,「労働者 と勤務員
との決済勘定」,「原料 と材料勘定」,もしこれ ら の作業が請 負組織 で実行 され
たな らば 「決済勘定」 のそれ ぞ れ の貸方 と,「定款基金勘定」の借方 とに記帳
され る。
固定 フ ォン ドの組成 にはい っていた過 剰な設備,運 送手段 お よびそ の他 の固
定 フォン ドを販売 してえた売上金は,そ の除却に関連 した諸 費用 を差引いて,
生産発展基金に組入れ られ る。 それ は次 の仕訳 とな る。
1企 業 の 「決済勘定」で資金を受領 した。
借方
「決済勘定」
貸方
「定款基金勘定」(流動資産の部分)
2諸 除却費を差引いた売上金を受領 した。
借方
「定款基金」(流動資産の部分)
貸方
「経済 的刺激 と特別使途 の基金勘定 」(「生産
発展基金補助勘定」)
企業 の経済活動 の過 程において,道 徳的に陳腐 化し,将 来の利用 にとって不
利益 とな り,し か も過剰 で あ る よ うな設備,運 送手段,器 具,備 品が発生す
る。 こ うした固定 フ ォン ドは,更 新す る ことも不可能であ るし更新 は経済的に
も意味が ないばか りか,無 償 で譲渡す る ことも販売す る こと もで きない。そこ
でこ うした 固定 フ ォン ドを企業 バ ランスか ら消却す ることが許 されてい る。そ
の外 に,新 しい客体の建設 のために,な くって しまった りあ るいは不用になっ
て しまった りす る古い建物や構築物 もバランスか ら消却 され る。 こ うした固定
(215)
資料⑪の1
ソビエ トにおける固定資産の会計処理と手続(1)83
「圧縮機」工場 官庁問模範形式No。OC-4
企業・組織 固定資産廃棄証書67責 任者の ア_.ウ シヤコフ
197×年12月25日 認可署名 197×年12月27日
貸方 減価償却控除率職場,
部課,
職区,
ライン
総合勘定
補助勘定
分析計算
の番号
総合勘定
補助勘定
分析計算
の番号
金 額
棚 卸
番 号
減価償
却控除
費の記
号番号
減価償
却控除
率番号 更新用 大修繕用
ーエ
30
2
85
3
001.4
4
01
5
4324
6
1,900
7
4324
8
24001
9
41001
10
7.1
11
5.4
ll[llll
委員会
No.131
指令:工 場長
197×年12月10日 設備 の点検 にもとつ く
一
2.企業の取得1949年11月4日3.稼 動年月
ブル 技術状態と廃棄理由 物理的磨滅70%,構造陳腐化,
点検と次の事柄にもとついて廃棄の必要を認める。1.製 造年度1949年
1949年12月
客体の名称:第3職場所属のほぞ穴をほる機械
4大 修繕回数廻,金 額旦 ルー
生産性小,大修繕は経済的に不必要,
一層の利用も不可能
委員会の結論 バラソスから消却する
解体からえた部品,材
設備の種
類と番号
・生産年度
(建設年度)
稼 動 日
(年,月)
フオンド使
用料支払開
始日
料の価額を借記する ・ ・949年1・949年・2肺968年 ・月
「
注記:設備の損傷の一覧表を作成すること
委員会の メンバー 工場技術部長 エフ ・アー ・ムゥズィソ サィン
機 械 長 エ ソ ・カ ー ・イ サ エ フ サ イ ン
職 場 長 デ ー ・ゲ ー ・ゴ ロ ビ ン サ イ ン
会 計 課 長 ゼ ー ・カー ・テ レ シ コ サ イ ン
フォン ドは,「社 会主義 国営生産企業規程」の適応 を うけ る企業ではバ ランス
から自主的に消却 され,そ の他の企業 では企業 で所属す る管轄の省 と官庁に よ
って規定 された方法で消却 され る。 こ うして,労 働手段 としての固定 フォン ド
の機能が停止 した ことに よって固定 フ ォン ドの客体 が消却す る ことを普通廃棄
といわれてい るのであ る。
廃棄問題 を解 決す る た め に,企 業長の命令に よ っ て技術長,機 械長,電 気
長,技 師長,生 産管理長 お よ び 会計課長か ら な る常 設委員会が設置 されてい
る。必要に応 じて,職 場や 部課 の代表者,企 業の諸団体 もこの委員会 の仕事 に
参加す る。客体 の廃棄は 「固定資産廃棄証 書」《AKTOAIiKBHAallHvaOCHOBHblx
84明 大 商 学 論 叢
資料⑪の2
(216)
形 式No.OC-4の裏面客体の廃棄結果の計算
廃棄にともな う費用 廃棄によってえたもの
文書の名称1費 願 目 金 副 文書の名称1資 材 数 量 金 額
1
調査書No.9
2 3 4 5 6 7
蹴 分解粥 の分肝 一⇒ ・・…145[送 状M6 1予備細11・9・
夢費 契 麟 サーピスー ス1…2・1251送 状M7』 モー・-1・148
調査書N・・1 1送状M8』 材料1・ ・…1・ ・
賃 金185・2・ 1251合 ∋1288
社会保険継1 85・2・1・1 1|1
磨滅額1,043ル ープ空一}
廃棄結果
合 ∋1・ ・21111
固定資産 の除却を カー ド(帳簿)に記入す る
671ルー プ ル197× 年12月28日 会計課長 テレシコ
cPencTB》(形式No.OC-4)によ.って確 認され る。 資料⑪を参照{4)。企業の会計
課 で取扱われ企業長に よって認可 され るこの廃棄証 書は,廃 棄 取引を しめ した
文書 として利用 され,次 の よ うな仕訳が なされ る。
1借 方
「定款基金勘定」
貸 方
「固定 資産(フォン ド)勘定」
一 廃棄 される固定 フォン・ドの取得 価額 に よる記帳 一
2借 方
「固定資産(フォン ド)の磨滅勘定」
貸方
「定款基金勘定」
一 廃棄 され る固定 フ ォン ドの更新用部分 の磨滅額に よる記帳一
3借 方
「原料 と材料勘定」
(217)
資 料⑫
ソビエトにおける固定資産の会計処理と手続(1)85
執 行 者番
号
業 務 内 容
委員会 会計課 職 場部 課
1 証書を作成する ●
2 客体の除却 を棚卸カー ドへ記入する 9
3
除却固定資産の棚卸カー ドをカー ド箱か ら特
定の網のカー ド箱に移す
●
4 客体の除却を固定資産棚卸表へ記入する
●
6
5 証書の 「客体の廃棄結果の計算」の部を記入
する
●
「燃料勘定」 い
「予備部品勘定」
「小額 ・迅速消耗品勘定」
貸方
「定款基金勘定」
一 廃棄によってえた材料,部 品,燃料等の利用可能価格による記帳一
4借 方
「定款基金勘定」
貸方
「原料と材料勘定」
「労働者と勤務員との決済勘定」
「社会保険決済勘定」等
一 客体の解体費,分解費,取穀費の記帳一一
一連の廃棄取引において,「定款基金勘定」の借方残高は廃棄客体の残存価
額を,その貸方残高は廃棄益をそれぞれしめすごどになる。もし廃棄客体が規
資料⑬の1 関連勘定 取引記録 廃棄される機械の磨滅額の計算
経済取引の内容
取
引
番
号
金
額
証 患 書
(文書) 借方 貸方 ジヤ ヤー レオーダー 一覧表
番号 内 容 指標
1 1 取得価額 19002345678
1物理的有用性の欠如による除却(廃i棄),新技術の計画的導入による除却,
道徳的磨滅と天災による除却,企業と職場の再建による除却
2 1972年1月1日の機械の磨滅額 760
3 再評価後の機械の稼動期間(1972年1月～1973年12月)
'
2年
34廃棄客体の取得価額の記帳 1900固定資産廃棄証書NoM
85 01 13
4 更新用償却率(年度率) τ1%
35更新用の磨滅額の記帳 1043決済書 02 85 13 5 1972年一19・3年間の磨瀬(1990霊 ◆2) 283
6 更新用磨滅額総額(760+283): 1043
36
・
機械の廃棄にともなう費用
の記帳:
解体職場のサービス
運搬職場のサービス
賃 金
社会保険控除
生産発展基金へ組入れられる金額の計算
10/1
10/1
10/1
10/1
番号 内 容 指標
45
25
30
2
調査 書No.9
調査書No.9
調 査害No.1
調 査書No.1
◇
85
85
85
85
23
23
70
69
1 借記される資材の価額(50十238) 288
2 廃棄にともなう費用(45+25+30+2) 102
37
3 生産発展基金へ組入れられるもの(288-102) 186
50
238
送状No.218
送状N。.216,217
05
08
85
85
13
13
10
10
へ
85
機械の廃棄結果の金額の計算
38
廃棄にともなう費用と取敦し
からえた資材の借記価額との
差額を生産発展基金へ組入れ
る
186 決済書 87 12,
番号 内 容 指標
1 機械の取得価額と廃棄にともなう費用(1900+102)2002
39廃棄による除却結果の記帳 671.決済書 99 85 13 2 計算 され た磨 滅額 と借記 され た資材 の価額(1043+288)1331
結 果 一損失 〔2002-1331) 6713
?
?
??
?。?
(219)
資料⑲の2
ソビエ トにおける固定資産の会計処理と手続(1)87
関連勘定 取引記録取引
番号
経 済 取 引 の 内 容 金 額
証 愚 書
(文 書) 借方 貸方
ジ ャー
ナ ノヒオ
ー タ ー
一覧
表
1 2345678
∬ 利用していない固定資産の販売による除却
40 過剰で利用していない設備と運送
手段の販売
10,000受領 ・譲渡証
書Nα233
85 01 13
41販 売した客体の更新用の磨滅額 ・…1決 瀧 ・・185 ・31
42 固定資産の販売からの売上金の受
入
7,000銀行からの抜
葦書
51 85 13 2
43固 定資産の販売にともなう費用 200 調査書Nα9 ・・123・ 10/1
44 販売からの売上金を生産発展基
金に組入れる
6,800 簿記記帳 85 87 12
田 固定資産の無償譲渡
45 固定資産の無償による譲渡(取得
価額)
9,000上級機関の指
示と固定資産
受領 ・譲渡証
書Nα237
85 01 13
46 無償で譲渡した固定資産の磨滅額 2,000 02 85 13
W天 災による除却
47 天災を うけ た固定資産(取得価
額)
4ヵ000 証書N立114 85 Ol 13
48 除却される固定資産の更新用の磨
滅額
1,800 決済書 02 85 13
49 除却される固定資産の廃棄からえ
た資材の価額
100 送状N《瓦317 05 85. 13 10
定 の耐用期間を完全に終 ってい るな らば,そ の磨 滅額 は取得価額 と等 しいし,
廃棄益は客体の解体,分 解,取 殻 しの費用額 と固定 フ ォン ドの分解か ら生 じた
資材の売上金(利用可能価格による)との差額 とな る。
しか し,多 くの企業においては,固 定 フ ォソ ドはその取得価額 が完全に補墳
される以前に稼動か ら除却 された り廃棄 された りして,バ ラソスから消却 され
る。 この ことは国民経済 に とって大 きな損失 となる。 その原因は,客 体が労働
手段 として運営上 しば しば誤 まって利用 された り,そ の利用 が使途に適合しな
88明 大 商 学 叢 論
勘定No.01勘 定No.85
借 固定資産(フォン ド)貸 借 定款基金
借
1,900一⑳ 一1,900
10,000一⑳ 一 ◆10,000
9,000一⑩ 一9,000
4,000一㊨ 一4,000
勘定No.23
補助生産 貸
70一⑳一
200一⑳一〉
勘定No.70
借 労働者と勤務員との決済 貸
勘定No.69
社会保険決済
30一⑳一
(220)
勘定No.02
貸 借 固定資産(フォソ ド)の磨滅 貸
70
200
借 貸
2一 ⑳一
勘定No.87
経済的刺激と特別使金
借 の基金 貸
185一⑳一185
6,800一⑳一6,800
勘定No.05
原料 と材料
?。
?
? ?
?
㍊?
?
??
??
?
??
?
?
勘定No.51
決済勘定
勘定No.99
損 益
貸
貸
貸
貸
か った,と い うことにあ る。そ こで,未 償却固定 フ ォン ドの廃棄損は企業(組
織,生産連合)の経済活動の結果 と関連づ け られ る一 た だ し,更 新用減価償却
が計算 されない住宅やその他の固定 フ ォン ド,ま た,企 業 や都市 の再建 に とも
な う固定 フ ォン ドの廃棄の場合は例外 とな る。未償却 固定 フォン ドの廃棄結果
を このよ うに調整す ることは,経 済的刺激基金,社 会主義競争 プ レ ミアム基金
お よび蓄積計画の遂行 と関連 したその他の基金への資金組 入れの多寡 に影響を
与 える ことにな る。 この ことは固定 フォン ドを よ り効率 的に利用 し よ うとする
資 料⑭
勘定No.03
借 大修繕 貸
勘定No.86
借 減価償却基金 貸 借 勘定No.23貸
勘定No.8S
借 定款基金 貸
⑳ 一 一375
⑳ 一 一340
⑳ 一 一400
740一⑪ 一→740
375→ 一→375
残 高58,700
80 80 102
200
400-一⑳言己帳1,115§ 己帳1,115
借 勘 定N・.78貸 借 勘定No.87貸
43
8
4
520-一⑳ 一520
借 勘 定N・・51貸
2,000-一一《9>一一一レ2,000 186
6,800
5,000
4
401
⑱ 一3,000
㊨ 一7,000
借 勘定No.24貸
4
借 勘定No.60
8,000-一⑳ 一8,000
貸
8,304-一(至〉一一一∋レ8,304
365一 ⑭ 一→365
3
8
2,500-一⑳ ウ2,500
375-一⑳
⑳ →5,000
11,367-一一←11,367
借 勘 定No.26貸
借 勘定No.25貸 ⑩ →1
借 勘定Nα46貸
340一⑳
、r_㍉ ノ,
3,389-一一 (← →)3,389
35-一 ⑭ 一 →35
200-一⑯ 一一2001
借 勘 定No.99貸
借 勘定N。.29貸
190-一⑬ 一 一→190
⑲ 一 一→671
3,000-一⑱
g4,000 4.0009
記 帳21,135記 帳32,930
記帳50
残高70,495
勘定No.01
借 固定資産(フォンド)貸
残高4,847,831残高3,800,580
102
200
186
6,800
1,900
10,000
9,000
4,000
2,000
1,500
200
44,000-一(ト レ44,000
7,000-一② 一 一 一→7,000
100一⑤ 一 一 一 →
6,{}00-← レ6,000
1,900
10,000
1,500
300一⑨ 一 一一→300
700一⑩ 一一 一→700
2,500← レ2,500'
1,.043
3,000
2,000
1,800
671一⑲
7,000-・一⑫
残 高
3,843,000
勘 定No.02
借 固 定 資産(フォンド)の磨 滅 貸
、1,043
3,000
2,000
1,800
勘定N仏 σ5,08
288一⑰ 一→288
100「⑲ 一 ◆100
2,000一③
1,500r⑧
200
14,945⑰
残 高89,000
貸
残 高4,875,000
注)勘 定番号の科 目名は資料⑧ を参照。 ただし,勘定N・.23ほ「補助生産勘定」,
勘定No.29は「非工業用の生産 と経営勘定J.勘定No.87は「経済的刺激 と特
別使途の基金勘定」,勘定No.99は「損益勘定」である。勘定No.7&の科 目名
は参考文献にはみあたらない(森)。
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?
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刺激を企業の従業 員に与 える ことに もな る。
企業 の経済活動 の結果に関連 づけ られ る未償却固定 フ ォン ドの廃棄損は,客
体 の分解か ら生 じた資材の売上金 あ るいは除却客体 の売上金 を差 引いた客体 の
分解,解 体の全費用を考慮 して決定 され る(5)。
未償却か らの損失は現行 規程 に よると廃棄 され る各客体別 に個 々に決定 され
る。 これ と関連 して,一 つ の固定 フォン ドの廃棄損を別 の固定 フォン ドの廃棄
益 で もって相殺す る ことはで きない。
天災 のために廃棄 され る固定 フ ォソ ド,また,減 価償却 と磨滅 の計算を しな
い固定 フ ォン ド(図書館基金,畜産用家畜,去勢した雄牛,水牛,鹿等)につ いては,
運営期間中の未償却に関連 した損失は計 算 されず,こ れ らの固定 フォン ドの残
存 価額 は定款基金を減少 させ て処理す る。
固定 フォン ドの廃棄を確認す る手続 については資料⑫を{6[,また,固 定 フォ
ン ドの除却の会計処理 については資料 ⑬{7}をそれぞれ参照 されたい。
以上,固 定 プ ォソ ドの取 得,減 価償却控 除 と磨滅,修 繕 と近代化,移 転,除
却 お よ び 廃棄 を考察 して き た が,こ れ らのすべての会計処理については資料
◎8)を参照。
(1)X.A.Pa6HHoBHq,YqeTocHoBHblxΦoHAoB.1975,cTp.44-5().
.{2)M・A・BofipcKHti・51・」1Ba藪cΦe刀b馬SyxraJlTepcKH口ygeTB叩oMbi皿neHHocTH・1975,cTp・
30.
(3)H.A.BoflpcKHti,只.JI.Ba勧cΦe丑bA,TaM)Ke,cTp.30.,
{4)H.ABofipcKvatt,∫1.JLBa口cφe刀bパ,Ta.v>Ke,cTp.37.
C5}一 例 を あ げ よ う。あ る種 の 客 体 を 廃 棄 す る と仮 定 す る 。1972年1月1目 に 実 施 さ れ た 再 評 価 の
資 料9こよ る と,こ の 客 体 の 再 調 達 価 額 は25,000ルー プ ル で,こ の 時 点 の 磨 滅 額 は15,000ルー ブ
ル で あ っ た 。 客 体 は1975年 に 廃 棄 され る。1972年か ら1975年 ま で の3年 聞 の 磨 滅 額 は7,500ル
ー プ ルで あ る 。 解 体 作 業 の た め に 労 働 者 に 賃 金1 ,500ルー プ ル,社 会 保 険 控 除100ル ー ブル を 支
払 う。 客 体 の 解 体 か ら え た 資 材 の 売 上 金 は1,000ルー ブ ル で あ る 。 こ うし た 場 合 の 取 引 は 次 の仕
訳 と な る。
1借 方 「定 款 基 金 」・一 ・25,000ループ ル
貸 方 「固 定 資 産(フ ォ ン ド)」… …25、000ルー プ ル
2借 方 「固 定 資 産(フtン ド)の磨 滅 」… …22,500ルー プ ル
貸 方 「定 款 基 金 」… …22,500ルー プノレ 〔22,500・15,000十7,500〕
3借 方 「定 款 基 金 」… …1,600ルー ブ ル
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貸方 「労働者 と勤務員 との決済」……1,500ルーブル,「社会保険決済」……100ルー ブル
4借 方 「原料 と材料」……1,000ループル
貸方 「定款基金」……1,000,?一ブル
5借 方 「損 益 」… …3,100ルー プ ル
貸 方 「定 款 基 金 」・… ・・3.100ループ ル 〔3,100=25,eOo+1,600--22,500--1,000〕
〔6}M・A・Bo月pcKH麓,51.JLBa口ctPenbA,TaM>Ke,cTp.37.
{7}M.A.60ApcKllfi,兄JLBa蔚cePenbA,TaM》κe,cTp.38-39,
C8)K・A・SoApcKHVa,A・JI・Ba訪cΦenbハ,TaM)xe,cTp.40.
(未完)
(
